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平成25年６月19日（水曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査

○議案

・議案第１号 平成25年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）

・議案第６号 宮崎県社会福祉施設等耐震化等

臨時特例基金条例の一部を改正

する条例

・議案第７号 宮崎県介護基盤緊急整備等臨時

特例基金条例の一部を改正する

条例

・議案第８号 宮崎県介護職員処遇改善等臨時

特例基金条例の一部を改正する

条例

・議案第11号 宮崎県子ども・子育て支援会議

条例

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて

・平成24年度宮崎県繰越明許費繰越計算書

・平成24年度宮崎県事故繰越し繰越計算書

○その他の報告事項

・宮崎県地域医療再生計画（国の平成24年度補

正予算分 （案）の概要について）

・宮崎県障害者計画の改定について

・宮崎県発達障がい者支援体制整備計画の改定

について

・宮崎県新型インフルエンザ等対策行動計画の

改定について

・青少年自然の家の指定管理者制度の第三期指

定について

・県立みやざき学園における学校教育の実施に

ついて

○児童虐待等死亡事例検証報告書について

出席委員（７人）

委 員 長 新 見 昌 安

副 委 員 長 右 松 隆 央

委 員 星 原 透

委 員 中 野  明

委 員 宮 原 義 久

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 太 田 清 海

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

病 院 局 医 監 兼
豊 田 清 一

宮 崎 病 院 長

病 院 局 次 長 兼
桑 山 秀 彦

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 山之内 稔

県立日南病院長 鬼 塚 敏 男

県立日南病院事務局長 大 脇 泰 弘

県立延岡病院長 楠 元 志都生

県立延岡病院事務局長 野 﨑 邦 男

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

福祉保健部次長
冨 髙 敏 明

（ 福 祉 担 当 ）

こども政策局長 橋 本 江里子

部参事兼福祉保健課長 原 田 幸 二

医 療 薬 務 課 長 長 倉 芳 照

薬 務 対 策 室 長 肥田木 省 三

国保・援護課長 青 山 新 吾

長 寿 介 護 課 長 川 添 哲 郎

障 害 福 祉 課 長 古 川 壽 彦

衛 生 管 理 課 長 青 石 晃

健 康 増 進 課 長 和 田 陽 市
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感染症対策室長 蛯 原 幸 子

こども政策課長 長 友 重 俊

こども家庭課長 村 上 悦 子

事務局職員出席者

議事課主任主事 橋 本 季士郎

議事課主任主事 大 山 孝 治

ただいまから厚生常任委員会を○新見委員長

開会いたします。

まず、委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付いたしました日程案のとおりでよ

ろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○新見委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時０分再開

委員会を再開いたします。○新見委員長

病院局に来ていただきました。報告事項の説

明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が終了し

た後にお願いをいたします。

おはようございます。病院局○渡邊病院局長

でございます。よろしくお願いします。

病院局からは、６月定例県議会にお願いして

おります議案はございません。

１件、本日、御報告させていただきたいと存

じます。看護師採用試験における地域枠採用の

実施でございます。

今年度の看護師採用試験から、従来の試験区

分に加え、新たに県立日南病院または延岡病院

に勤務場所を限定した地域採用枠を設定するも

のでございます。

詳細につきましては次長より説明させますの

で、よろしくお願いします。

私からは以上でございます。

それでは、私のほうから説○桑山病院局次長

明をさせていただきます。

お手元の委員会資料の１ページをごらんいた

だきたいと思います。看護師採用試験における

地域枠採用の実施についてでございます。

まず、１の概要でございますが、今年度の採

用試験から、従来の試験区分に加えまして、新

たに日南・延岡病院に勤務場所を限定いたしま

した地域枠採用を実施することとしたところで

ございます。

次に、２の実施理由でございますけれども、

まず（１）でございます。近年、看護師の異動

希望が、宮崎地区に集中してきている状況にご

ざいます。そのような中で、看護師につきまし

ては三交代勤務という特殊な勤務形態にありま

すことから、遠距離通勤が困難であること、そ

れから家庭や子育て等の状況を考慮した場合、

宮崎地区から日南、あるいは延岡病院への異動

が困難となってきております。

このため、今回、もっぱら日南病院、あるい

は延岡病院に勤務する職員を採用することによ

りまして、３病院間の異動の困難さを軽減いた

しますとともに、いびつな人員構成と書いてお

りますけれども、これはどうしても日南・延岡

病院には異動をさせやすい新規採用職員であり

ますとか若手の職員が配置されることによりま

して、中堅の職員が薄くなっているという、そ

ういういびつな人員構成でございます そういっ。

たものを解消を図っていこうということでござ

います。

それから （２）でありますけれども、日南、、
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あるいは延岡病院に固定して勤務する職員を増

加させることによりまして、病院に愛着を持っ

た将来を担う人材の長期的な確保及び育成を図

ることができるというふうに考えております。

さらに、３番目でございますが、県南・県北

地域への看護師の定住を促進することになりま

すので、地域振興に資することができると思い

ます。

それから、４にありますように、災害等の緊

急時における病院機能の維持のための人員体制

の確保が容易になるという効果も期待できると

いうふうに思っております。

次に、３の試験区分等でございます。表にご

ざいます一番左側が試験区分でありますが、４

つの区分を設けておりまして、このうち下２つ

のＣの１、Ｃの２が新たに設定する地域枠でご

ざいます。

その右側に受験資格を記載しておりますが、

上の２つのこれまでの試験区分、看護師Ａ、看

護師Ｂでは、Ａにつきましては（新卒者等）と

書いておりますが、主に新規学卒者の県内就職

の受け皿として設けておりますので、免許取得

見込みの方を対象としております。

それから、Ｂでは、経験者等を主に採用しよ

うということで、既に免許を保有している方を

対象とした試験でございます。

そして、今回設けますＣ１、Ｃ２につきまし

ては、地域限定ということで、新卒者、経験者

等を問わず、いずれの方も対象としているとこ

ろでございます。

なお、年齢の欄、昭和45年４月２日以降に生

まれた者と書いておりますが、具体的には43歳

以下の方をいずれの試験区分においても対象と

しております。

それから、勤務地の欄でございますが、看護

師Ａ、看護師Ｂについては、これまでどおり勤

務地を限定せずに、配属後の異動もございます

が、Ｃ１、Ｃ２はそれぞれ日南、あるいは延岡

に勤務地を限定して、原則、採用後の異動はご

ざいません。

最後に、採用予定人員でございますが、看護

師Ａが25名程度、それからＢが８名程度、Ｃ１

が５名程度、それからＣ２が７名程度としてい

るところでございます。

次に、４のスケジュールでございます。

試験の案内の公示を５月24日に行いまして、

５月27日から申し込みを受け付けております。

締め切りは７月５日としております。試験日は

７月27日から29日までを予定しておりまして、

（ ） 、 、４ の試験会場でありますが 昨年度と同様

県外からの受験者の負担の軽減を図るために、

東京都、それから大阪市でも試験を実施するこ

とにしております。

それから （５）の採用でありますけれども、、

原則、26年４月１日、新年度の採用となります

けれども、既に免許を有している方につきまし

ては 病院の欠員補充の必要性に応じまして 10、 、

月以降、前倒し採用も実施する考えでございま

す。

試験の概要については以上でありますが、次

の裏面の２ページをごらんいただきたいと思い

ます。参考として、これまでの試験の実施状況

につきまして、表にまとめております。

まず、１の競争試験でございますが、平成15

年度以前からも含めまして平成23年度まで、二

重線で引いておりますが、ここまでは県の人事

委員会のほうで試験を実施しておりました。受

験者数の欄をごらんいただくとおわかりのよう

に、毎年度、受験者が減少傾向にあったという

ことが見てとれるというふうに思います。
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それから、２の選考試験でございますが、こ

れにつきましては平成17年度からデータの記載

がありますが、１の人事委員会試験の年齢を超

える方で免許を持った経験者の採用を病院局の

ほうで実施を始めたところでございます。病院

に必要な人材を確保するために、採用予定数を

増加させておりますことから、受験者数につき

ましては増加傾向にございました。

最後に、３の倍率等の推移ということで、両

方の試験を足し合わせて倍率を出しております

けれども、平成24年度から人事委員会と病院局

に分かれておりました試験を一本化しまして、

病院局のほうで試験を実施することとしたとこ

ろでございます。ごらんいただくとおわかりか

と思いますが、受験者数については、平成24年

度は137名ということで、減少傾向には歯どめが

かかったという状況にあろうかというふうに思

いますけれども、一番下の倍率を見てみます

と2.1倍ということで、依然として高いとは言え

ない状況にあるというふうに思っております。

説明は以上でありますけれども、今後とも受

験者の動向でありますとか、あるいは病院側の

ニーズなどを踏まえまして、必要に応じて試験

制度を見直すことで、広く優秀な人材の確保に

。努めてまいりたいというふうに考えております

以上でございます。

執行部の説明が終わりました。○新見委員長

委員の皆さん、質疑はございませんでしょう

か。

先ほど、地域枠で日南と延岡と５○宮原委員

名、７名ということで、受験資格の免許という

部分の新卒者、経験者、どちらでもいいという

ことでしたよね。県病院の看護師さん全体で、

たしか１割ぐらいの方が産休であったりとか、

そういうことで休まれているというようにずっ

、とお聞きもしていたように記憶があるんですが

そういうことから考えると、新卒者というより

は結婚されているような人を対象に経験者でと

いうような形ですると、そちらの産休とかとい

うのがなくなるんじゃないかという考えもでき

るんですけど、そのあたりについての考えはど

うなったんでしょうか。

県職員全般の採用のあり方○桑山病院局次長

としては、これまでのいわば終身雇用、年功序

列を含めまして、若いところから入っていただ

いて 長年育成して そして30年 あるいはもっ、 、 、

と勤めていただこうというのが基本的な流れで

ございましたが、看護師につきましては、そも

そも需給が全国的に逼迫している中で、先ほど

参考資料の１にありましたように、人事委員会

の28歳ぐらいまでの年齢での採用ではなかなか

こちらの退職等の補充が十分でないということ

から、年齢をその上に設定した経験者採用とい

うのをやっているところでございます。そのよ

うにして幅広い年齢からとらなければ、なかな

か看護師全体の欠員補充は難しいのではないか

と思います。

おっしゃるような育児休業の問題、若い方を

採用すると、当然その後にそういう場面が出て

くるわけでございますが、その辺は現在も正規

職員を多目に採用するなどして、病院運営に支

障がないようにやっておりますので、今後とも

幅広い層から職員の採用を行うことで、対応は

していきたいというふうに思います。

県がこういう採用をするのに、そ○宮原委員

ういう差別化というのはできないんだろうとい

うふうに思いますが、育児休暇をとられている

方の比率が高いというふうにお聞きしていまし

たので、何かそういったようなのができると、

その部分が多少解消になるのかなとありました
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ので、難しいんだろうとは思いましたけど、

ちょっと聞かせていただきました。ありがとう

ございます。

まず、１点目、今回、こういう地○星原委員

、域枠採用で実施する理由の説明がありましたが

確かにそのとおりだなと思います。そういう中

で、これまで地域枠を採用していなかったとい

うことがかなり影響が出ていて、こういう地域

枠採用にせざるを得なかったと捉えていいんで

すかね。

、○桑山病院局次長 ちょっと歴史的に見ますと

かつては３つの県立病院それぞれに高等看護学

院という看護師養成施設を持っておりまして、

そういうところから地元の方を中心とした補充

が相当部分なされていたと、そういうものがご

、 、ざいましたが そういうものが廃止された中で

採用試験を実施しますと、宮崎地区を希望する

ような方が多く入ってきているという状況がご

ざいまして、結果、最近の職員の異動希望を見

ますと、宮崎地区に希望が集中していると、そ

ういうこともありまして、なかなか延岡・日南

への希望者が少なくなった。

それから、特に看護師の場合には女性職員が

多数を占めておりますので、出産育児という段

階になりますと、なかなか家をかわっての、転

、居をしての異動というものがなかなか難しいと

そういう状況で、こういう地域枠を設定するニ

ーズが高まってきているという状況にございま

す。

そこで、結局、こういう５名と７○星原委員

名ということなんですが、こういう形を何年か

繰り返すうちに、大体そういうことが何年ぐら

いで大丈夫だと、地元の枠の人と異動の方との

バランスのとり方がどれぐらいで想定されてい

るのかというのと、今の時点でいる方で日南・

延岡を希望する人たちがおれば、そういう枠と

いうのは設けないのかどうか、その２点をお聞

かせいただくといいんですが。

今回、地域枠を設けました○桑山病院局次長

が、まだ試験をやってみないと、どれほどの受

験者数があるのか、あるいは受験者の質の問題

等々、まだいろいろ必要に応じて見直すべき点

はあろうかと思いますが、全体の今持っている

イメージとしましては、延岡・日南病院の看護

師総数のそれぞれ３分の１程度はこういう地域

枠の方々で占めて、残りの部分については３病

院を交流するような職員を配置できればという

ふうに考えております。

ちなみに、そういった人員構成の考え方につ

きましては、鹿児島県におきまして奄美大島に

１つ、大島病院というのを持っておりますが、

そこにおきましても大体地域枠の採用で３分の

１程度というような考えを持っているようでご

ざいます。

そうした数字を目標に、今後、継続的にこう

いう地域枠の採用を行っていきたいというふう

に思っております。

それから、２点目の日南・延岡というのは、

地域枠に限らない希望者ということで よろしゅ、

うございますでしょうか。

できれば、こういう地域枠を採用○星原委員

するということであれば、今現在いる人たちで

、そちらを希望しているような人あたりがいれば

多少でも早くからそういう異動のない形で解消

できる部分もあるんじゃないかなという気がし

たものですから、その辺の考えがどうなのかな

と。

おっしゃるとおりでござい○桑山病院局次長

まして、今現在、地域枠を設けないで入ってき

た方々の中では、延岡・日南の病院を希望する
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方というのはそれぞれの病院の定数に対しては

少ない状態であります。結果として、地域枠は

これまで設けておりませんでしたが、そういっ

た方々については希望に沿う形で、勤務のほと

んどを延岡・日南で勤務できるような、そうい

う異動希望を配慮した配置ができるというふう

に思っております。

実施理由にありますように、延岡○後藤委員

なんですが、定住促進という意味で非常にあり

、 、がたい施策なんですが 特に発表のありました

報道機関さんもお見えでございますが、報道機

関等々が大きく取り上げていただきまして、非

常にいいということで、地域枠の現在の申し込

み状況、19日ですが、どのような状況か、地域

枠に限りましての申し込み状況がわかれば教え

てください。

募集期間は、先ほどの資料○桑山病院局次長

で申し上げましたように７月の５日までという

ことで、まだ２週間以上あるわけでございます

が、現段階では、地域枠Ｃ１、Ｃ２、これが18

日現在、きのう現在でそれぞれ２名ずつ、今、

申し込みがあります。

、 、 、ただ 看護師Ａ Ｂの従来のものもまだ３名

４名というような数字でありまして、大体受験

の申し込みは後半のしかも締め切り間際に集中

する傾向がございますので、私どもとしては、

、 、つい先般 バスツアーというのも実施しまして

県立３病院をめぐるそういう看護学生、最終年

度の学生を連れて回るそういうツアーをやりま

したが、そういうところでも日南の出身の方が

４名、延岡を含む県北地域の方が６名参加され

ておりましたので、そういった方々も受験の方

向で考えていただけるんじゃないかと思ってい

ます。そういう意味では、今後またふえるもの

と期待しているところでございます。

ほかにございませんか。○新見委員長

地域枠については、本当に延岡、○太田委員

日南ともに喜んでおると思います。ありがとう

ございました。今回の対策は。

それと、資料の見方で２ページのところなん

ですが、実態をお聞きしたいんですが、合格者

数と実際の採用者数、この辺はどう考えていい

のかというのは、合格はこれだけ出ましたよ、

その人たちを全員採用すべき実態があるんだけ

れども、実は辞退された方とかがいらっしゃる

という誤差なのか。

例えば平成24年で見た場合の競争試験で見た

ら、合格者は40名ですよね。実際は採用者は28

名だったというのは、合格者としての40名はぜ

ひ現場に欲しいんだよという意味だったんだけ

れど、実際、本人の意思が、勤めますと言われ

た方が28名だったのか。

先ほどちょっと多目に採用しているんですよ

という表現もあったものですから 少し例えば40、

名というのは実際の現場の必要人数よりかは少

し多目に採用をかけて合格を見ているのかなと

も思ったりしたんです。その辺のところはどう

、 。いうことなんですか 合格者と採用者との関係

、○桑山病院局次長 採用予定数につきましては

定年退職者と、それから希望退職者の推計を過

去の経緯等から立てまして、そして採用予定数

を立てるんですが、実際の採用数につきまして

は、そのときの受験者の質にもよりますが、例

年、より上位の学校への進学とか、他の病院を

選択といったことで、一定の辞退者が出ますの

で、若干多目に合格者数は出しているところで

ございます。

ただ、合格者数も、もちろん全員が応じてい

ただいても対応できるだけの数字ではございま

す。非常に大き過ぎる数字ということではござ
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いませんが。ですから、私どもとしては、合格

者がなるべく多く来てもらうことを望んでいる

ところでございます。

ということは、採用者数よりかは○太田委員

もう少し多目に来てもらってもいいんだがとい

う現場の需給状況といいますか、そういうのが

あるということですかね。まだ不足していると

いう捉え方でいいですかね。

最近、冒頭にも育休者のお○桑山病院局次長

話がございましたが、育休者が現在80名とかい

う数字がございまして、それを補充する正規で

も足りずに臨時職員を雇用しようとしています

が、なかなか夜勤をしていただける臨時職員も

いないという状況がございます。そういう意味

では、正規職員が予定数を上回って入っていた

だいても、病院としては十分収容できるという

数でございます。

一般的な誤解として、公務員はい○太田委員

いじゃないかと言われて、何で看護師さんが集

まらんのだろうなという県民のそういう意向も

あるものですから、むしろ私も相談されたとき

にはぜひ受けてくださいと言うんですけど、そ

ういう実態があるということですね。わかりま

した。

ほかにございませんか。○新見委員長

とにかく宮崎病院がいいというよ○宮原委員

うな状況だというふうに思うんですが、異動は

当然希望をとられるんだろうというふうに思い

ますけど、希望どおりにいかない、どうしても

、転勤しなければならないということが言われて

それをもとに退職しますという方もいらっしゃ

るんですか。

まれにそういうケースは○桑山病院局次長

あったかと思います。本人の意に沿わないとい

うことで。ただし、そう頻繁にある話ではない

と思います。

ということは、宮崎病院に勤めさ○宮原委員

せてくれるんだったらやめないけど、この異動

を機にというのはあるということなんですね。

それは全然ないというわけじゃないということ

ですね。

全然ないということではな○桑山病院局次長

。 、いと思います 免許職種の方でございますので

また別に仕事を見つける道もあるのかもしれま

せん。

今、次長が申し上げましたよ○渡邊病院局長

うに、そういう実態はあります。そんな多くは

ないわけですけど、必ずそういう方が。

地域枠を採用したのは、看護師長、例えば延

岡病院の看護師長さんとか、日南病院の師長さ

んと意見交換しますと、自分たちは便利屋的に

使われていると。要するに、独身の女性で、子

供もいない、家庭もそんなに面倒を見なくてい

い、そういう人がずっと延岡に行ったり、非常

に看護師内部の異動に伴う不満というのは非常

に鬱屈したものがありまして、どうしても結婚

して宮崎に家をつくるとか、そういう方が多い

わけですから、そうなると宮崎病院ということ

になる。さっきの三交代制の問題もあります。

今後、県立病院のこれは経営形態の問題にも

かかわってくるんですけど、今後どんなふうに

持っていくかという議論もあるわけですね。そ

ういう中で、もうちょっと地域性に入り込んだ

病院というものを今後目指すというのは方向性

としてあるんだろうと思うんです。延岡病院と

いうのは県北の１つの拠点病院として、ほかの

県北の公立病院も束ねたような１つの拠点性を

高めた病院になってほしい、日南もそうでござ

います。

県土の全体の構造を見ますと、県北、県央、
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県南、県西、ここに定住を促進せないかん。我

々は行政という立場から、県職員の異動という

ことを使いながら、定住促進するという１つの

大きな県政の方針といいますか、私はそう思っ

ていまして、私は病院局という立場からこうい

うことをやる、ほかの部局もあるかもしれませ

んけど、そういうことを今後やっていかないか

んということで常々思っていまして、こういう

こと、この人数も５名とか７名とか一応始めま

したけど、実際、応募状況を見ないとどうなる

かわからないんですね。

実際、少ないかもしれない、あるいは看護師

Ａが非常に多いという状況も出てくるかもしれ

ないということで、これはやってみないとわか

らない。ということで、ことしはとにかく初年

度なものですから、こういう形で出発させてい

ただきたい。

次の委員会あたりで、どういう結果だったの

かというのはまた御報告させていただきますけ

ど、その状況を見て、また数字、応募数を来年

度どうしていくかということをまた修正してい

かないかんということも出てくると思いますの

で、そういうことで、今回、こういうことをや

りましたので、ひとつうまくいくように我々と

しても思っていますし、委員の皆様方にもひと

つ御支援をお願いしたいと思っています。

、○星原委員 今回のこれはこれでいいんですが

これまで採用されている方々、採用のときに県

内に３病院あると、そういうことについて異動

があるということをちゃんと理解の上で採用と

いう形になっているのか、あるいはそういうこ

とは誓約みたいな形にはしていないのか。そし

て、大体どれぐらいの率で異動が、年数が５年

とか、もうちょっと長いのか、そういう形でど

れぐらいの割合の人たちが異動しているのか。

結局、異動したくなくても、そういう形であ

る程度定期にしていかないといけない部分もこ

れまであったと思うんです。そうすると、そう

いうことをする場合に、採用のときにちゃんと

そういうことをうたっていて、それで入ってき

ているのである程度動かすとかという、そうい

うことはやってきているんですか。どういう採

用のときの条件というのは。

採用のときは、３病院どこで○渡邊病院局長

も勤務しますということが条件なんです。それ

が変わってくるということですね。だから、採

用の段階でちゃんとけじめをつけなきゃいけな

いというのが、今回の趣旨でもあるという。

わかりました。○星原委員

ちょっと教えてください。看護婦○中野委員

定数の定義は、100％正規社員で埋めるというの

ですかね。それとも、そのうちの２割ぐらいは

契約社員とか、そこ辺の定数の定義。

私どもの病院局内で定めて○桑山病院局次長

おります定数というのが、看護師については

約920名程度になりますが、これは正規職員で埋

めるべき定数というふうにしております。

ただし、診療報酬とかになりますと、有資格

者で埋めればいいということになるわけですか

ら、そこには臨時職員というものも当然含まれ

てまいりますし、私どもは診療報酬上必要なも

のについて増員する場合に、臨時職員で対応す

るような場合もございます。

今、臨時職員、看護師さん、トー○中野委員

、 。タルで何割ぐらいおるものですか 何人ぐらい

正規職員の看護師が、育児○桑山病院局次長

休業等で休んでいる者等も含めますと、985名と

いうのが４月15日現在でございますが、これと

は別に臨時の看護師が80名、それから非常勤看

護師、勤務時間の若干短い外来等で対応する看
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護師さんが51名ということでございまして、こ

れを合わせますと130名、980対130というような

ことでありまして、ちょっと率がすぐ出ません

けれども、合計しますと１割超えるような、そ

ういう臨時、非常勤の方がいらっしゃいます。

よろしいですか。ほかにござい○新見委員長

ませんか。

、○右松副委員長 ４点ほど伺いたいんですけど

、先ほど太田委員のほうから質疑がありましたが

直近の３年間の新卒の採用状況、合格者数と採

用者数の格差なんですが、22年度、23年度が44

・43、44・41ということで、24年度に限ってか

なりやはり採用者数が少ないんですが、先ほど

進学、幾つかお答えがありましたけど、具体的

になぜ24年度だけこれだけ開いたのか、ちょっ

と教えてもらうとありがたいです。

平成23年度までは人事委員○桑山病院局次長

会の試験としてやっておりまして、24年度から

病院局の試験、そして23年度までは９月から11

月にかけて知事部局のほかの職種と一緒にやっ

ておりましたが、24年度は７月に時期を早めて

やっております。23年度以前も、22、23は少な

いんですが、その前になると合格者と採用者の

差が若干大きいところもございます。

今回、このように直近２年間の人事委員会試

験と比べて差し引き12名、40が28になったと、

その原因については詳細な分析をしておりませ

んが、１つには、採用試験の時期を早めました

ので、その分、受験者をふやそうという発想で

ございますが 結果として うちの試験が早かっ、 、

た関係で、ほかのところを受験なりして、結果

そちらのほうに行った、あるいは進学を選んだ

と。逆に言うと、遅い試験でありますと、就職

先を決めていない人が受けて、うちを目指して

受ける人が多かった、そういったことではない

かなというふうに思っております。

わかりました。○右松副委員長

そして、２点目ですけど、経験者のところな

んですが、受験者数に対して合格者数が、合格

率から考えるとこれは低い状況なんですが、こ

れは要因をちょっと教えてもらうとありがたい

です。

私どもとしては、24年度の○桑山病院局次長

試験の場合には、新卒者を対象にした看護師Ａ

を採用予定25名、それからＢ、経験者について

は20名ということで、採用予定数を受験者に公

示する際にはそのような数で募集をしていると

ころでございます。

と申しますのは、やはり県内の看護学校、大

学等を出た地元の方がなるべく地元に残れるよ

うな就職の場としての雇用の受け皿として県立

病院の役割もあるんだということで、若干採用

予定数の割り振りを新規のほうに多くして、そ

。もそも経験者の採用を20名程度に抑えていたと

結果としては、受験者数はこのように多いわけ

ですけれども、採用予定数からすると、ちょっ

とふやして25名の合格者ということで、倍率が

高くなっているという状況でございます。

推移が23年度が37名とかござ○右松副委員長

いますので、この推移で比較をしていくとわか

りやすいといいますか、それを頭に入れながら

伺っているんですが、３点目に伺いたいのは、

受験の上限年齢なんですけど ５歳引き上げて38、

から43ということなんですが、ここはまたさら

に見直しといいますか、引き上げる考えは現段

階であるのかどうか、教えてください。

看護師の試験につきまして○桑山病院局次長

は、人事委員会の試験でなくなりまして、私ど

もの試験で実施しております。これはほかの県

でも多数の県がそのような、いわゆる病院局な
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りで試験をやっているところが多いんですが、

看護師不足の県では採用年齢が59歳までと、要

するに１年でも勤務できる人は採用するという

ところもございます。

ただし、本県の場合は、倍率が2.1倍というこ

とで、決して高くないとは思っておりますが、

一定の受験者数も確保されておりますし、新卒

者の受け皿としての雇用数を考えますと、現在

の43歳までの今の上限の年齢で、必要な数は現

段階では確保できているものと。そういう意味

、 。では 引き上げの予定は今のところありません

看護師の不足の問題ですけど○右松副委員長

も、せんだって延岡病院のほうに伺いまして、

、私の聞き間違いだったら申しわけないんですが

現状で７名程度足りないということでお話を私

はメモしているわけなんですけど、宮原委員の

ほうがおっしゃいましたけど、育児休暇が１割

程度入っているところなんですが、そういう状

況の中で採用予定人数なんですが 看護師Ａが25、

、 、 、名 それから看護師Ｂが８名で 地域枠12名で

トータルで総枠が45名ということなんですが、

過去の採用者数と比較をして、そして今の現状

、の３病院の看護師の不足と照らし合わせをして

果たして募集採用予定人数が適切であるのかど

うか。

、 、それが１つと それから日南と宮崎を含めて

看護師不足の現状をちょっと教えてもらうとあ

りがたいです。

今回の採用予定数、４つの○桑山病院局次長

区分を足し合わせますと、おっしゃるように45

、 、名ということで これにつきましては定年退職

あるいは希望退職者数の見込み、それから最近

の育児休業者の取得の状況等を全部を勘案しま

して立てておりますので、これによっておおむ

ねそういう需給については確保できるのではな

いかと思って立てております。

ただ一方で、育児休業者が復職した場合の定

数上の制約もありますので、完全に正規でその

分を埋めると、逆に言うと、育休者が復帰する

とあふれてしまいますので、そこには若干のや

はり差があるべきであろうというふうに思って

おります。

それから、３病院合わせて適切かどうかとい

う話がございましたが、育児休業者が80名いる

中で、現在、定員を上回って60名ほど看護師を

多く配置しておりますので、３病院それぞれの

数字を持っておりませんが、差し引きで20名程

度が臨時職員で埋めなければいけないような状

況になっております。

それから、別には、いろいろ診療報酬上の関

係とかで、臨時職員を別に確保するような状況

もございます。

延岡病院に伺ったときに、看○右松副委員長

護師の確保の対策の一環として院内保育のお話

がありまして、１日、今までは2.1名だったもの

が7.8名にふえたということで、これはすばらし

いなと思っています。ですから、院内保育の効

果が間違いなく出ているというのが実感として

わかりましたから、その辺も照らし合わせをし

ながら調整されていくんでしょうけど、過去の

推移からして、採用人数が不足のほうと、もち

ろん退職とかいろいろお話がありましたが、果

たして本当に45名でこれが適切なのかどうかと

いうのはどうしても気になったものですから、

そこをちょっとお伺いしたいところでございま

した。

現在、若手の看護師さんが○桑山病院局次長

ふえているということは、結局、平成15か

ら18、19あたりぐらいまで、たくさんの退職者

が出たということでございます。結果として補
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充数が多かったのが、だんだんそういう退職適

齢の年齢の方が減ってきておりますので、それ

に応じて採用者数も、今後は過去５年、10年前

とは少し減る方向で、今後とも推移していくと

いうふうに思っております。

わかりました。○右松副委員長

ほかにございませんか。○新見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、以上をもっ○新見委員長

て病院局を終了いたします。執行部の皆さん、

御苦労さまでした。

暫時休憩をいたします。

午前10時37分休憩

午前10時41分再開

委員会を再開いたします。○新見委員長

福祉保健部の皆さんに来ていただきました。

当委員会に付託されました議案等について、部

長の概要説明を求めます。

おはようございます。そ○佐藤福祉保健部長

れでは、当委員会に御審議をお願いいたしてお

ります議案等につきまして、概要を御説明申し

上げます。

まず、議案についてでございます。

お手元の冊子でございますが、平成25年６月

定例県議会提出議案、表紙をめくっていただき

まして、目次をごらんください。福祉保健部関

係の議案は、議案第１号「平成25年度宮崎県一

般会計補正予算（第１号 、議案第６号「宮崎）」

県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の

一部を改正する条例 、議案第７号「宮崎県介護」

基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正

する条例 、議案第８号「宮崎県介護職員処遇改」

善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例」

及び議案第11号「宮崎県子ども・子育て支援会

議条例」の５件でございます。

、 、各議案の詳しい内容につきましては この後

担当課長よりそれぞれ説明させますので、よろ

しく御審議いただきますようお願い申し上げま

す。

次に、報告事項についてでございます。別冊

になりますが、お手元の平成25年６月定例県議

会提出報告書でございます。

表紙をめくっていただきまして、１ページの

一覧表をごらんいただきたいと思います。福祉

保健部関係は、一番上の損害賠償額を定めたこ

とについての中に１件の案件がございます。ま

た次に、表の上から３番目の平成24年度宮崎県

繰越明許費繰越計算書の中に繰越事業が４件ご

ざいます。また、その１つ下の平成24年度宮崎

県事故繰越し繰越計算書の中に繰越事業が１件

ございます。

詳細につきましては、関係課長に説明させま

すので、よろしくお願いをいたします。

続きまして、その他の報告事項でございます

が、厚生常任委員会資料、ワープロで打った資

料でございます。この表紙をめくっていただき

まして、目次をごらんください。その他の報告

事項といたしまして、宮崎県地域医療再生計画

（国の平成24年度補正予算分 （案）の概要でご）

ざいますが、これの外６件について、その他報

告として報告させていただきます。

詳細につきましては、それぞれ関係課長に説

、 。明させますので よろしくお願いをいたします

私からは以上でございます。

。○新見委員長 部長の概要説明が終わりました

次に、議案について、順次説明をお願いいた

します。

それでは 議案第６号 宮○原田福祉保健課長 、 「

崎県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例
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の一部を改正する条例」について御説明いたし

ます。

お手元の議案書のほう、25ページをお開きく

ださい。

この条例は、自力避難が困難な障がい者や児

童入所施設の耐震化などの防災対策の推進を目

的とした社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金

を規定するものであります。

国の緊急経済対策によりまして、事業の実施

期間が１年間延長されたことに伴いまして、設

置期間を平成26年度まで延長するものでござい

ます。

議案第６号の説明については、以上でござい

ます。

国保・援護課関係分を○青山国保・援護課長

御説明いたします。

国保・援護課分は、議案第１号「平成25年度

宮崎県一般会計補正予算（第１号 」１件でござ）

います。

お手元の平成25年度６月補正歳出予算説明資

料の青いインデックス国保・援護課のところ 13、

ページをお開きください。

今回、お願いしております補正予算は、左の

補正額欄にありますように、一般会計で600万円

の増額補正でございます。この結果、補正後の

予算は、右から３番目の補正後の額欄にありま

すように、342億3,089万1,000円となります。

15ページをお開きください （事項）福祉事務。

所活動費の生活保護電算システム運営事業600万

円の増額補正であります。

それでは、事業の内容について御説明いたし

ますので、厚生常任委員会資料の１ページをお

。 。開きください こちらのＡ４の縦長の資料です

まず、１目的・背景でありますが、この事業

は、ことし８月以降の生活扶助基準の見直しに

伴いまして、生活保護電算システムの改修を行

うものであります。

次に、２事業概要でありますが、現在、郡部

福祉事務所で運用しているシステムは、年齢区

分ごと等に決められた１つの基準額により保護

費算定を行い、保護決定業務が行われておりま

す。今回の見直しでは、３カ年の激変緩和措置

を講じるため、保護費算定において、これまで

の基準額と見直し後の基準額の２つの基準額が

用いられること等から、現行のシステムでは対

応できないため、プログラム改修が必要となり

ます。

次に、３事業費でありますが、本庁と郡部５

福祉事務所分で600万円をお願いしており、その

財源は全額国費であります。

最後に、４事業効果でありますが、生活保護

電算システムの確実な運用により、円滑な保護

決定業務が可能となるものであります。

国保・援護課の説明は、以上であります。

長寿介護課分につきまし○川添長寿介護課長

て御説明いたします。

お手元の６月定例県議会提出議案の27ページ

をお開きください。

長寿介護課につきましては、条例の改正を２

つお願いしております。

まず、ここにございます議案第７号「宮崎県

介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を

改正する条例」についてでございます。

この基金条例は、国の交付金を受け入れて基

金として管理し、介護基盤の緊急整備等を実施

する財源としまして活用することを目的とした

ものでございますが、国におきまして事業の実

施期限が平成25年度末まで延長されたことによ

り、今回、条例の有効期限を１年間延長します

とともに、介護保険法改正に伴う条項の整理を
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行うものでございます。

次に、29ページをお開きください。議案第８

号「宮崎県介護職員処遇改善等臨時特例基金条

例の一部を改正する条例」についてでございま

す。

この基金条例も、国の交付金を受け入れて基

金として管理するためのものでございますが、

国におきまして、この基金を活用した事業のう

ち、施設整備に伴います事務費や備品の購入費

を支援します施設開設準備経費助成特別対策事

業につきまして、実施期限が平成25年度末まで

延長されたことに伴い、今回、条例の有効期限

を１年間延長するものでございます。

、 。長寿介護課につきましては 以上であります

よろしくお願いいたします。

障害福祉課について御説○古川障害福祉課長

明いたします。

議案第１号の「平成25年度宮崎県一般会計補

正予算」でございます。

お手元の歳出予算説明資料、青いインデック

スで障害福祉課のところ ページで言いますと17、

ページをお開きください。

障害福祉課は、左の補正額の欄にありますよ

うに、３億9,673万1,000円の増額補正をお願い

しております。この結果、補正後の予算は、右

から３番目の補正後の額欄にありますよう

に、127億998万7,000円となります。

19ページをお開きください （事項）障がい者。

自立推進費３億9,673万1,000円の増額補正であ

ります。

事業内容につきましては、厚生常任委員会資

料で御説明いたします。お手元の厚生常任委員

会資料の２ページをお開きください。

まず （２）の「障がい福祉サービス事業所施、

設整備事業」についてであります。

、 、この事業は 国の緊急経済対策の一環として

国の平成24年度補正予算に盛り込まれたもので

、 、ありまして １の目的・背景にありますように

災害時に在宅の障がい者や障がい児の受け入れ

が可能となる避難スペースを整備し、災害時に

おける障がい者等のサービス確保に資すること

を目的とするものであります。

２の事業概要でありますが、災害時に障がい

者等が避難場所として活用できるよう、障害福

祉サービス事業所等に避難スペースを整備する

ものであります。

３の事業費でありますが、2,670万円の増額補

正をお願いしております。

４の事業効果でありますが、避難スペースの

整備を図ることにより、津波災害時の避難場所

が確保されるとともに、災害後の障がい者等の

サービスが確保されることとなります。

次に ３ページをごらんください ３ の 社、 。（ ） 「

」 。会福祉施設耐震化等事業 についてであります

この事業も平成24年度の国の補正予算に盛り

込まれたものでありまして、１の目的・背景に

ありますように、火災や地震発生時に自力で避

難することが困難な方々が多く入所する社会福

祉施設等の安全・安心を確保するため、施設の

耐震化及びスプリンクラーの整備を促進するも

のであります。

２の事業概要でありますが （１）の耐震化整、

備事業として、社会福祉施設の耐震化整備を実

施するものであります。

、（ ） 、また ２ のスプリンクラー整備事業として

社会福祉施設等について、スプリンクラーの設

置が義務づけられている入所施設等に加えて、

設置義務のない小規模な入所施設等についても

。スプリンクラーを整備促進するものであります

。３の事業費は３億7,003万1,000円であります
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４の事業効果でありますが、施設の耐震化及

びスプリンクラーの整備を図ることにより、火

災や地震発生時に自力で避難することが困難な

方々が多く入所する社会福祉施設等の安全・安

心が確保されることとなります。

障害福祉課の説明は、以上でございます。

こども政策課分につい○長友こども政策課長

て御説明いたします。

まず、補正予算についてであります。お手元

の冊子歳出予算説明資料の青いインデックスで

こども政策課のところ、ページで申しますと21

ページをお開きください。

こども政策課の補正予算額は、左側の補正額

欄のとおり、９億2,484万6,000円の増額補正を

お願いしております。この結果、補正後の予算

額は、右から３列目の補正後の額の欄でござい

ますが、総額123億8,445万9,000円となります。

それでは、補正の内容について御説明いたし

ます。23ページをお開きください。

今回、増額補正をお願いしておりますのは、

（事項）子育て支援対策臨時特例基金でありま

す。安心こども基金関連の事業が２つございま

すが、いずれも国の緊急経済対策を受けて県が

積み増しした安心こども基金を活用して実施す

るものでございます。

内容につきましては、常任委員会資料のほう

。 、で説明をさせていただきます 恐れ入りますが

常任委員会資料の４ページのほうをお開きくだ

さい。

（４）の新規事業「保育士等処遇改善臨時特

例事業」についてであります。

１の目的・背景でありますが、保育士の人材

確保対策を推進する一環としまして、保育士等

の処遇改善に取り組む保育所へ資金の交付を行

うことにより、保育士の確保を図るものでござ

います。

次に、２の事業概要であります。まず （１）、

の基本事業としまして、保育所の運営費の一部

となっている民間施設給与等改善費を基礎とし

て算定した保育士の処遇改善に要する経費を私

立の保育所に交付することとしております。ま

、（ ） 、 、た ２ のその他の事業として 市町村に対し

その事務処理に要する経費を交付いたします。

３の事業費は６億8,296万円をお願いしており

ますが、全額、安心こども基金を活用すること

としております。

４の事業効果といたしまして、現在、保育所

で勤務している保育士の賃金改善が図られるこ

とにより、保育士の離職防止につながり、人材

確保対策の推進に寄与すると考えております。

次に、５ページをごらんください （５）の新。

「 」 。規事業 子育て支援対策推進事業 であります

１の目的・背景でありますが、市町村が実施

しますファミリー・サポート・センターなどの

事業に要する経費を補助することにより、地域

の子育て支援の充実を図るものでございます。

なお、平成24年度までは、国から県を通さず

直接これらの事業を実施している市町村に補助

がなされていたところでありますが、今回、国

の制度の見直しに伴いまして、県の安心こども

基金による事業へ移行することとなったもので

ございます。

次に、２の事業概要であります。補助対象と

なります市町村事業は （１）のところでござい、

ますが、補助を受けたい人と行いたい人との相

互援助活動に関する調整を行います「ファミリ

ー・サポート・センター事業 （２）のところ」、

ですが、子育て中の保護者のための交流の場を

開設し、そこで相談・援助等を行う「地域子育

て支援拠点事業 （３）ですが、家庭で保育を」、
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行うことが一時的に困難となった場合に、保育

所等で一時的に保育を提供する「一時預かり事

業 （４）ですが、山間部などの通常の保育が」、

提供できない地域で僻地保育所を運営する「へ

き地保育事業」の４事業でございまして、これ

らの事業に要する経費に対し補助することとし

ております。

３の事業費は２億4,188万6,000円であり、全

額、安心こども基金を活用することとしており

ます。

４の事業効果でありますが、これらの子育て

支援に係る事業を複合的に展開することにより

まして、安心して子育てできる社会づくりの推

進が図られると考えております。

補正予算については、以上でございます。

次に、議案第11号の「宮崎県子ども・子育て

支援会議条例」について御説明をいたします。

条文案につきましては、お手元の冊子宮崎県

議会提出議案書の議案第11号のインデックスの

ところ、ページで申しますと35ページでござい

ますが、そこに載っておりますが、制定理由等

につきましては常任委員会の資料のほうで説明

をさせていただきたいと存じます。

恐れ入りますが、常任委員会資料の７ページ

のほうをお開きください。

１の制定の理由でありますが、昨年８月に制

定されました「子ども・子育て支援法」第77条

第４項において、県の「子ども・子育て支援事

業支援計画」に関して意見を聞くなどの事務を

処理するために、条例に基づく合議制の機関を

設置するよう努めることとされたところであり

、 、「 」まして 今回 宮崎県子ども・子育て支援会議

の組織及び運営に関して必要な事項を条例で定

めるものでございます。

次に、２の条例の概要であります。

この条例は８条からなっておりますが、その

主なものを御説明いたしますと、まず（１）の

支援会議の所掌事務でありますが、①の支援計

画の策定・変更の際に、あらかじめ意見を述べ

ることのほか、②の子ども・子育て支援施策の

総合的・計画的な推進に関し必要な事項及び当

該施策の実施状況を調査審議することとなって

おります。

次に （２）の組織及び運営でありますが、①、

の支援会議の委員数は15人以内で構成すること

とし、米印のところに書いておりますように、

子供の保護者や保育・幼児教育関係者、事業主

を代表する者、労働者を代表する者、ＮＰＯ法

人などの子育て支援事業関係者、市町村長、学

識経験者などの分野から任命することとしてお

ります。

また、②の委員の任期は２年とし、再任でき

ることとしております。

３の条例の施行期日につきましては、公布の

日からとしております。

こども政策課の説明は、以上でございます。

こども家庭課分を御説○村上こども家庭課長

明いたします。

補正予算についてです。お手元の冊子歳出予

算説明資料の青いインデックスのこども家庭課

のところ、ページで言いますと25ページをお開

きください。

こども家庭課の補正予算額は、左側の補正額

欄のとおり、1,101万4,000円の増額補正をお願

。 、 、いしております この結果 補正後の予算額は

右から３列目の補正後の額の欄にありますよう

、 。に 一般会計で48億6,394万1,000円となります

補正の内容につきましては、27ページをお開

きください。

今回、増額補正をお願いしておりますのは、
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（事項）児童虐待対策事業費であります。これ

は、国の緊急経済対策を受け、県が積み増しし

た安心こども基金を活用して実施するものであ

ります。

内容につきましては、お手元の常任委員会資

料のほうで御説明させていただきます。常任委

員会資料の６ページをお開きください。

新規事業「児童虐待防止対策推進事業」につ

いてであります。

１の目的・背景ですが、市町村が実施する児

童虐待防止事業を支援することで児童虐待防止

対策の推進を図るもので、国の制度見直しに伴

い、県の安心こども基金による事業へ移行する

ものであります。

、 （ ）２の事業概要ですが 市町村が行います １

から（４）の子育て支援事業に要する経費に対

して補助を行うものです。

まず （１）乳児家庭全戸訪問事業（こんにち、

は赤ちゃん事業）ですが、生後４カ月までの乳

児のいる全ての家庭を保健師等が訪問し、子育

て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を

行う事業です。

（２）養育支援訪問事業ですが、養育支援が

特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家

事等を支援する事業です。

（３）子育て短期支援事業ですが、保護者の

疾病等により、家庭において児童の養育が一時

的に困難となった場合などに、児童養護施設等

、 。で一定期間 児童を養育・保護等する事業です

最後に （４）子どもを守る地域ネットワーク、

機能強化事業ですが、調整機関であります市町

村や構成員の専門性強化のため、研修や相互の

連携強化を図る取り組みを支援する事業です。

３の「事業費」ですが、４つの事業を合わせ

まして、総額1,101万4,000円となります。

４の事業効果ですが、事業の実施により、児

童虐待の発生予防、早期発見・早期対応につな

がり、安心して子供を育てられる社会の推進に

寄与するものです。

こども家庭課分につきましては、以上です。

議案に関する執行部の説明が終○新見委員長

わりました。

ここで、委員の皆さん、質疑がありましたら

出してください。

１ページの生活保護電算システム○太田委員

の運営事業でありますが、本庁と郡部福祉事務

所５つ入れて６カ所ですけど、これは電算シス

テムを変えるということでありますが、これは

入札とか随契とか、その辺の関係はどうなりま

すか。

既存のシステムの改修○青山国保・援護課長

になりますので、随契でやることになります。

わかりました。○太田委員

それと、２ページの障がい福祉サービス事業

所施設整備事業ですが、これは事業概要の説明

のときに、災害時に障がい者等がというふうに

なっていますが、これはそこの施設の障がい者

の方の避難場所なのか、その地域の人たちも含

めた避難場所として整備されるのか、その辺は

どうなっていますか。

この災害時の避難といい○古川障害福祉課長

、 、 、ますのは 当然 その施設を利用されている方

プラスその辺の周辺に住まわれている障がい者

の方、障がい児の方、その方が避難対象となっ

ております。

わかりました。もう一回確認しま○太田委員

すが、その地域の人も活用できるという施設に

なるわけですね、避難場所としては。その地域

に住んでいる、施設の周りに住んでいる人もと

いう意味でいいですね。その人も含まれるとい
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うことですね。

一応、原則障がいの方で○古川障害福祉課長

すけども、地域の方が避難されることもあると

は考えております。

わかりました。○太田委員

３ページでありますが、これは耐震化による

整備事業とスプリンクラーでありますが、それ

ぞれいい制度だと思います。それで、これは施

設のほうにとっては自己負担とかいうのはない

んですか、全額国費といいますか、これ基金で

したか、全額見るのか、施設の側の負担という

のはないのか。

これにつきましても、一○古川障害福祉課長

応施設側の負担もございます。

割合があると思いますが、４分の○太田委員

１とか、そんな感じですか。

事業者の負担が４分の１○古川障害福祉課長

ということになっております。

わかりました。○太田委員

ざっと全体を聞かせてもらいます。５ページ

の子育て支援対策推進事業でありますが、これ

もそれぞれいい制度であろうかと思います。事

業概要全体を通してみると、これも今後継続的

にこの事業が行われるんだろうな、特に事業概

要の（４）などは僻地保育所を運営する事業と

いうことでありまして、開設した以上は今後も

こういう予算が必要だろうと思うんですが、安

心基金で今年度、運営する事業費を出した場合

、 。に 今後の見込みとしてはどうなんでしょうか

ずっと継続して出していかにゃいかんというこ

とになろうかなと思うんですが。

安心こども基金につき○長友こども政策課長

ましては、延長、延長という形で来ておりまし

て、26年度については延長になるかどうかわか

らないんですけど、その後につきましては、27

年度から子ども・子育て支援新制度という新し

いシステムが動き出すという中で検討されると

いうことになっております。

わかりました。○太田委員

６ページの虐待防止の関係でありますが、こ

れは本当に今日のいろんな隠れた虐待といいま

すか、わからない虐待というのをいい意味で探

し出すといいますか、早期発見ということで、

これもいい制度だと思いますけども、これはこ

ういった関係の事業はいつから始まっています

かね。

この事業は、先ほどの○村上こども家庭課長

こども政策課の事業と一緒で、子育て支援交付

金ということで、従来、国から直接市町村のほ

うに交付金が行っておりまして、実施されてい

たものでございます。

わかりました。継続的なもので、○太田委員

今度、制度が変わって、これは安心こども基金

でということですね これも継続になるんでしょ。

うが、この中で事業概要の（４）のところに構

成員の専門性強化とありますが、この構成員の

意味はどんな人なんでしょうか。

この構成員といいます○村上こども家庭課長

のは、児童相談所を初め保健所や警察、教育機

、 、 、関 保育園や幼稚園 あるいは民生委員や社協

医療機関など、関係機関が全部含まれておりま

す。

わかりました。○太田委員

ほかにございませんか。○新見委員長

障害福祉課３ページで、耐震化の○星原委員

整備のほうで１カ所、スプリンクラー整備事業

で４カ所ということなんですが、これ以外に必

要とする施設とか、整備しなくちゃいけない箇

所数というのはどれぐらいあるんですか、もう

ないんですか。
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耐震化につきましては、○古川障害福祉課長

今回やります１施設を含めまして、県内に３カ

所になります。ということは、この予算が通り

ましたら１施設を整備しますので、２カ所が残

るという形になります。

それと、スプリンクラーのほうですけども、

ケアホームとグループホームをされている方

が167施設ございまして、そのうち整備されてい

。るのが今回のを含まなければ５カ所になります

あと162で、今回４つ整備しますので、158が未

整備のままという形になっております。

まず、残り２カ所ということなん○星原委員

ですが、耐震化のほう、これは次年度以降に順

次計画していくということで捉えていいんです

か。

耐震化につきましては、○古川障害福祉課長

現在、施設とも協議しているところなんですけ

ども、この施設自体が今の障がい児とか障がい

者で特化しております。それを平成30年の３月

までに、どういう施設にするのかと検討するこ

とになっております。それをあわせて検討した

後に、この整備についてはそれからの検討にな

るということでございますので、現時点でいつ

整備するかというのはまだ決まっていないとい

う状況でございます。

決まっていないということなんで○星原委員

すが、地震というのはいつ来るかわかりません

よね。その辺の建物の施設の状況あたりと入っ

ている人数とか、いろんなものを加味しながら

の中で、最低限のことは考えておくべきじゃな

いかなというふうに思うんですが、そういうよ

。うな話し合いというのはなされているんですか

２施設のうち１施設が日○古川障害福祉課長

向のほうなんですけど、それは県のほうが管轄

しているところなんですけども、もう１カ所が

宮崎市のほうで、宮崎市のほうが管轄している

ところでございまして、一応日向市のほうにあ

る施設につきましては協議はしておりまして、

ただ、すぐに整備するとなると、自己負担とい

うのもございますので、その辺ですぐにはでき

ないという状況にはございます。ただ、避難の

関係の話し合いはやっております。

次に、スプリンクラー整備事業の○星原委員

ほうで、まだ残っている施設が158カ所というこ

となんですが、１カ所当たり、施設の大きさに

もよるんでしょうけど、どれぐらいかかってい

くのかわかりませんが、これを整備はやはり順

次やらざるを得ないと思っているんですが、今

のところは施設としてはそれだけ残っているけ

ど、確実にしなくちゃいけない施設というのは

どれぐらい想定されているんですか。

今、確実にというのは、○古川障害福祉課長

義務化されているという意味であれば、義務化

されているものにつきましては全部整備されて

いると。ただ、義務化されていない施設につき

ましては、先ほどケアホームとグループホーム

、 、で167と申しましたけども そのうち141が賃貸

建物を借りてされておりますので、なかなかそ

の辺でスプリンクラーの改造というのが難しく

なると。

それとあわせまして、現在も使われておりま

、 、すので スプリンクラーの工事をするとなれば

今入所されている方をどこかに転居を一時的に

しないといけないとなりますので、その辺のと

ころもネックになっているという状況でござい

ます。

ただ、整備につきましては、整備するように

ということで、一応施設のほうには申し入れは

しているところでございます。

わかりました。○星原委員
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４ページの保育士等処遇改善臨時○宮原委員

特例事業ということで、私立保育所に交付する

ということなんですけど、これは完全に全ての

私立保育所はこれに該当するんでしょうし、そ

れで対応は全て手を挙げられているということ

でいいんでしょうか。

対象となります私立保○長友こども政策課長

育所は、全てになっております。ただし、これ

は給付を受けますためには、申請をしていただ

くということになります。したがいまして、申

請をしないところがございましたら、そういっ

た改善がなされないことになりますので、全部

の私立の保育所が申請していただくよう、あら

ゆる機会を通じて この内容について説明を図っ、

ているところでございます。

あと、これは安心こども基金を活○宮原委員

用してということですよね。だから、毎月、処

遇改善のために手当を出すということが、安心

こども基金がなくなった後もずっと続くのであ

れば、施設としては保育士さんにとってはずっ

とそれだけ給料が上がるということになります

が、そういったことを考えると、毎月の給料に

乗っているのが果たして保育所の将来的に、保

育士さんの将来的なことを考えると、期末手当

だけに乗せてやるというような方法もあるのか

なとも思いますけど、そのあたりの使い分けと

いうのは自由でいいんでしょうか。

基金の使い道につきま○長友こども政策課長

しては、各私立保育所さんが独自に判断してい

ただいても結構ということになっております。

したがいまして、ベースアップとか、あるいは

今おっしゃられたボーナスとか、あるいは極端

に言えば、次年度、どうするかというのがまだ

はっきりしていない中では一時金で支給したり

とか、そういった形でもあり得ると思います。

今言われたように、一時金とか、○宮原委員

そういった手当として特別に渡されたほうが、

でないと施設にとっては給料が下がるというこ

とになりますよ、これが続かないということに

なるとですね。そのあたりは十分運営がやりや

すいような形で、方向性を示されたほうがいい

のかもしれないですよね。その辺はまた各施設

と話をしていただけるとありがたいのかなと思

いますので、よろしくお願いをします。

あと６ページのところで、児童虐待防止対策

推進事業というところで、この事業の概要の

（３）というところで、保護者とか、そういっ

たいろんな部分で、何かがあった場合に一時的

に養護施設等で養育・保護、児童の預かり等を

行う事業ということで、非常にいい事業だとい

うふうに思っているんですけど、これまでもこ

ういう必要性はあったというふうに思うんです

、 、が これまではどうされていたんでしょうかね

こういった部分というのは。

これまでも、市町村の○村上こども家庭課長

ほうで、国の交付金を使いまして実施を行って

いました。ただ、市町村の数的にはまだ少なく

て、受け入れ施設としまして、児童養護施設と

乳児院で12施設のうち７施設がショートステイ

といいますか、一定期間の保護をやっていると

いう状態で、利用している市町村の数としては

まだ少ない状況です。

わかりました。いいです。ありが○宮原委員

とうございます。

ほかにございませんか。○新見委員長

、 、○太田委員 ２ページ 先ほどの星原さんとも

３ページでも非常に絡むんですけど、今回は24

年度、国の補正予算があって該当、該当地にお

きましては、本当海から近い、そして保育園も

隣接して、非常に障害、周りに高層ビル等々が
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ない、非常にこれはありがたい事業なんですよ

ね。

議会でも出ましたけど、今後の防災、安全な

面で、県土整備部ともあれなんですが、方向、

考え方、障害福祉としては、こういう県内の海

岸線400キロメートルあるわけですから、特に今

回も津波対策に非常に懸念されたところだった

ものですから本当あれなんですが、今後の考え

方として、非常にこういった施設を含めて県内

にまだあると思うんですよ。

今回はたまたま国のほうでしたけど、支出給

付、一般財源も考えながら、国土強靭計画も絡

めながら、特にこういった施設については優先

順位が高いものですから、どのような福祉保健

部としてはお考えがあるのか、ちょっと聞かせ

ていただきたいんですけどね。

防災に対する福祉保健部○原田福祉保健課長

の考え方でございます。委員御指摘のとおり、

こうした障がい者施設、あるいは高齢者施設と

か、施設に関しましてはやはり防災対策を万全

にすべきであろうかと思っております。ただ一

方で、全ての施設について、高台に移転とか、

あるいは全てを耐震化するというのはなかなか

限界もございまして、基本的には市町村と話を

しながら、市町村の責任において、まず要援護

者、それからこうした施設への入所者、その方

たちをどう避難させるかという、そういう対策

をとっていただく。

あわせて、ハード面につきましても、今回お

願いしているような、特に障がい者等の分につ

きましては、国のほうも基金をつけております

ので、そうした制度を活用しながら、整備を進

めていくということで考えております。

ただ、やはり一番考えるべきなのは、津波避

難もそうなんですけれども、やはり耐震という

のが一番重要ではないかと思っておりまして、

まず初めに施設がつぶれてしまえばそこで終わ

りですので、そこが大事であろうと思っており

ます。

そして、避難につきましては、やはりいろん

なソフト面で対応できる面もございますので、

その辺は施設あたりと十分話をしながら、対策

。を講じていく必要があろうかと考えております

以上でございます。

ほかにございませんか。○新見委員長

○の児童虐待防止、何か最近テレ○中野委員 新

ビを見ておると、本当児童虐待、母親が子供を

捨てて男に走って子供が死ぬとか、本当に今は

虐待というのはひどいなと思うんだけど、ここ

で今、事業概要で（１ （２ （３ （４）あり） ） ）

ますよね。こういう事業は今どき○、新規にな新

るわけ 今までこういうことをやっておらんかっ。

たということ。

国の子育て支援交付金○村上こども家庭課長

というので、直接市町村のほうにお金が行って

いまして、２分の１、２分の１で、市町村のほ

。 、うは実施しておりました 児童福祉法の改正で

平成21年施行の児童福祉法の中にこの事業が法

定化されまして、市町村が直接実施しておりま

した。今度は、国の交付金がなくなりまして、

安心こども基金のメニューとしてセットされた

ことから、県から、安心こども基金から支出す

るという形で○になったんですけれども、事業新

自体はおっしゃるとおり新規事業ではございま

せん。

補足しますと、要するに○佐藤福祉保健部長

市町村でこの４つの事業は前からやっていまし

新た ただ 県の予算上はなかったので 今回 ○。 、 、 、

。という形になっているということでございます

実態は、こういう事業はやられていたというこ
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とです。

。○中野委員 金の流れが○と書かんといかんね新

ほかにございませんか。○新見委員長

児童虐待のところで、市町村では○太田委員

以前からされていたと、そういう事業ですが、

事業概要のこんにちは赤ちゃん事業、これも本

当に早期発見という思いでこういう取り組みを

されたと思うんですが、本当に今、中野委員が

言われたとおり、虐待というのを本当に早期に

発見してあげないといかんなという思いでいく

と、これは市町村のこれまでの実績として、何

か早期発見されたとか、こんな事例がありまし

たとか、また聞き込みはなかなか難しかったで

すとか、向こうも拒否されるでしょうから、何

かそんな事例でもあったのかなと思って、何か

、 。教訓みたいなものはありますか 報告としては

具体的なケースは聞い○村上こども家庭課長

ておりませんけれども、最近は児童相談所への

相談件数はそんなに、ふえてはいるんですけれ

、 、ども 市町村への相談件数がふえておりまして

やはりこういう事業で回ることによりまして、

市町村が窓口としてより近いものになっている

んだろうと考えております。

わかりました。私たちもよく家庭○太田委員

やらを回ったりすることもあるものですから、

何かお母さんが物すごく怒っている声やらが聞

こえたりすると、何かかわいそうだなと思った

りして、なかなかそれに入り込むのが難しいん

ですよね。

だから、そういうノウハウでもまたあればお

伺いしたいなと思いますが、最後に保育士のも

う一回確認なんですが、保育士の処遇改善とい

うことで言うと、保育士が今は離職を防止する

ためという名目もあるようですが、宮崎県内に

おいて保育士というのが足りない状態なのか、

賃金が低いために、どうも資格を持っているん

だけど、充足されていないという現状があるの

か、国全体と都会ではどうなのか、宮崎県では

どうなのか、保育士のそういう現状というのは

宮崎県はどうなっているんでしょうかね。

保育士の状況でござい○長友こども政策課長

ますが、具体的な客観的な数字はございません

が、保育所の連合会の役員の方と意見交換会を

させてもらったりするときに、募集をかけても

全然集まらないという声を聞いたりとか、ある

いは市町村に行ってもなかなか集まらないとい

う声が聞こえているところでございまして、や

はりそういう意味では募集をかけても集まらな

いということで、ちょっと足りていない状況か

なと考えているところでございます。

今年度の当初の新規事業で保育士確保の事業

を出させてもらったんですが、それは国の事業

、を受けてやっているような状況でございまして

この傾向につきましては全国的な傾向となって

いる状況でございます。

それと 足りないというのもございますが 27、 、

年から予定されています新システムでは、若干

保育士が見る子供の数がちょっと少なくなると

かいうのもございまして、今の保育士の現場に

いらっしゃる数では、子供たちを見るのでは

ちょっと足りなくなる可能性もあるというよう

なことで、早目にそういった保育士確保対策を

すべきであろうというようなことで、今、新規

事業をやっているところでございます。

以上でございます。

２つの事業について私も伺い○右松副委員長

たいんですが、４ページの先ほどの太田委員を

含め何人か出た中で、１つは、私はこの事業に

ついては、個人的な話をすれば私の家内も保育

士でありまして、実態をいろいろ聞いておりま
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す。あれだけの重労働で、なかなか賃金的には

低いと、個人的にはそう思っていますので、大

変ありがたいことだと思います。

ただ一方で、それなりの金額、６億8,296万円

という公金になるわけでありますが、これを現

金支給という見方もできるわけであります。で

すから、そういった意味では、かなり突出した

事業じゃないのかなと思うわけであります。一

部の業界とは言いませんけれども、そういった

意味では、だからこの事業についてはしっかり

と、どういった経緯でこういった事業が起こっ

てきたのか、その辺をやはりもう少し丁寧に話

していく必要があるのかなというふうに思って

います。

ですから、給与水準をどういうふうに分析さ

れて、業界だけの話ではなくて、その辺のこと

を少し伺いたいなと思っています。

保育士の給与水準関係○長友こども政策課長

でございます。これは、賃金構造基本統計調査

というのがございます。通称、賃金センサスと

いう呼ばれ方をしております調査でございます

が、これによりますと、平成24年度が、保育士

が、全国ベースでまず申し上げますと、平均月

収が21万4,200円ということになっておりまし

て、これを全産業の平均で見ますと、全産業の

全国平均が32万5,600円というような形で、相当

金額的に低うございます。

、 、同じく 宮崎県ベースで見ますと21万3,700円

全産業の宮崎県なんですけど25万6,900円という

ような形で、これもやはり全産業の平均に比べ

まして、保育士の賃金が低いというような状況

になっておるところでございまして、そういっ

た背景に基づきまして、処遇改善事業を今回お

願いすることとしたところでございます。

、○右松副委員長 先ほど申し上げましたように

私もかなり保育士の賃金に関してはいろいろ思

うところがありますので、そういった中で、い

、 、ろいろ経営努力の面で 少子化の時代ですから

なかなか厳しいと思っています。その中でも一

生懸命経営努力をされて、どうしても公的な助

成が必要だと、そういう大儀名分がきちっとあ

ることというふうに受けとめますので、その中

で先ほど宮原委員の質問で答弁された、独自で

判断がオーケーと、どのような支給でも構わな

いという形で、ベースアップでも期末でも一時

手当でもいいという話でありましたが、これが

きちっと保育士の給与にどういうふうに反映さ

れるのか、具体的に、その辺をきちっと事後の

、 、報告であるとか あるいは調査をしっかり行う

場合によっては経営改善に回ることはないと思

いますけれども、その辺が保育士にきちっと行

き渡るということをどのようにチェックされる

のか、そこをちょっと教えてください。

保育士等に実際にどの○長友こども政策課長

ように支払われたか、どの金額が支払われたか

というのを確認する方法でございますが、まず

先ほど申しましたように、各私立の保育園さん

は申請という形をとるんですけど、そのときに

。処遇改善計画書というのを出していただきます

それに基づきまして交付決定を行うんでござい

ますが、事業の終了後、実績報告書を出してい

ただきます。その際に、補助金額よりも支出が

少ない場合につきましては返還をしていただく

というような形で、チェックをかけてまいりた

いと考えております。

、○右松副委員長 私が当選させていただいたら

家内が退職をして、以前勤めていたのが地域で

経営している保育所なんですよね。ですから、

その後、公募に適応すれば、私も家内からいろ

いろ話が聞けて、その後の状況がわかるんです
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が、了解しました。これについては、またいず

れお話を聞くかもしれませんので、よろしくお

願いします。

それから、６番目の児童虐待防止対策推進事

業でありますが、先ほど来、虐待がすごくいろ

んな話で問題視されています。非常にこれは奥

深くて、かなり重大な問題だなと思っています

が、こういった御時勢の中でこういった事業を

始められるということで、補助ということであ

りますけれども、事業費が1,100万弱ということ

で、こういった問題視されている中では、金額

的には小さいんじゃないのかなと 少ないんじゃ、

ないのかなと個人的には思います。１から４の

事業費の内訳を教えてもらってよろしいでしょ

うか。

25年度予定で、まず○村上こども家庭課長

（１）の乳児家庭全戸訪問事業ですけれども、

これにつきましては21市町村が実施を予定され

ておりまして 事業費としましては1,360万9,000、

円……（ 違う」と呼ぶ者あり）ちょっとお待ち「

ください。

済みません、違うのを見ていました。1,101

万4,000円の内訳としましては （１）の乳児家、

庭全戸訪問が639万円、養育支援訪問、２番目

が236万3,000円、３番目の子育て短期支援事業

が203万7,000円 ４番目の子どもを守る地域ネッ、

トワークが22万4,000円、合計1,101万4,000円と

なります。これが２分の１ですので、事業費と

しましてはこれの２倍ということになります。

あと、ちょっと補足させていただきますと、

乳児全戸訪問事業のほうは、母子保健のいろい

ろ新生児の訪問事業とかとあわせてやることが

できるという法律になっておりまして、市町村

によりましては、この事業は使っていないです

けれども、母子保健のほうで回っておりますと

いうような市町村もございまして、乳児家庭を

回る事業がこの事業だけでやられているという

ことではないようにあります。

県内全市町村に対する補助で○右松副委員長

すから、市町村によっては金額が変わってくる

わけですよね。４番目に22万ということは、微

々たる金額じゃないのかなと思うんですよね。

ですから、具体的にこれは事業がどういう事業

で、人件費がどう回っているのか、どこにお金

が使われているのか、これは詳しく調べていか

ないと一概に言えませんけれども、ただ宮崎県

としては児童虐待にしっかり取り組んでいきま

すよというメッセージを送るためには、1,100万

というのはどうなのかなという考えがあります

けど、その辺はどうでしょうか。

おっしゃるとおり、ま○村上こども家庭課長

だまだ市町村の取り組みが足らないところがご

ざいまして、ことしから県のほうを通してお金

を支出するということで、県のほうが主体的に

かかわって、もっと積極的に市町村を回りまし

て、事業の取り組みをお願いして回ろうと考え

ております。

ぜひ、事業を充実させてもら○右松副委員長

えるようにお願いいたします。

ほかに議案に対する質疑はござ○新見委員長

いませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、次に報告事○新見委員長

項についての説明を求めます。

それでは、６月定例県議○原田福祉保健課長

会提出報告書について御説明いたします。

報告書のほうをごらんいただきたいと思いま

す。報告書の別紙３というインデックスがつい

。 。ていると思います ７ページをお開きください

平成24年度宮崎県繰越明許費繰越計算書につ
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いてでございます。

２月議会におきまして、事業主体において事

業が繰り越しとなる、そうした理由によりまし

て、予算の繰り越しを承認いただきました。福

祉保健部では、下から３番目、民生費、社会福

祉費の老人福祉施設整備等事業から、次のペー

ジの一番上、民生費、児童福祉費の幼稚園耐震

化促進事業までの４つの事業につきまして、総

額13億2,460万7,000円を繰り越したものでござ

います。

、 。福祉保健課からの説明は 以上でございます

医療薬務課分を御説明い○長倉医療薬務課長

たします。

それでは、お手元の冊子平成25年度６月定例

県議会提出報告書の別紙４のインデックス、17

ページをお開きください。

平成24年度宮崎県事故繰越し繰越計算書につ

いてであります。

ここに記載されていますとおり 「県西部救急、

・周産期医療拠点病院整備事業」につきまし

て、500万円を繰り越したものであります。この

事業は、都城北諸県圏域の救急医療体制強化を

図るために行う都城市郡医師会病院の移転整備

について、債務負担により支援するものであり

ますが、平成25年２月に行われた入札が不落と

なりまして、年度内着工が不可能となったこと

から、補助する予定であった平成24年度分を繰

り越したものであります。

なお、再入札は今月29日に行われる予定であ

ります。

説明は以上であります。

障害福祉課につきまして○古川障害福祉課長

は、損害賠償額を定めたことについて御報告い

たします。

同じ資料の３ページをお開きください。

今回、御報告いたしますのは、上から６番目

でございます。県立児童福祉施設の管理運営瑕

疵による事故であります。

これは、平成25年３月８日に、県立こども療

育センター内で発生したものでございまして、

事故の概要でございますが、胃ろうチューブを

挿入している相手方をプレイマットに寝かせ、

食事液の注入を行っていたところ、職員がほか

の利用者の支援のためチューブをまたいだ際に

その職員の足がチューブにかかり、胃ろうチュ

ーブの挿入部分である胃ろうカテーテルが抜け

たもので、その結果、胃ろうカテーテルの再挿

入等の治療が必要となったものであります。

損害賠償額は１万5,920円であり、相手方の治

療等に要した費用で、全て損害賠償保険から支

払われております。

専決年月日は平成25年５月９日であります。

説明は以上でございます。

報告事項に関する執行部の説明○新見委員長

が終わりました。

報告事項についての質疑はございませんか。

ちょっと今説明をもらったけど、○中野委員

繰越明許、これは新年度って、何で今ごろ、１

、 、つは今説明を聞いたけど もう一つの繰り越し

何で今ごろ上がってくるとですかね、６月で。

、 。さっき繰り越しの説明が２つ どれやったっけ

別紙７ページ。繰り越し、７ページの明許費繰

り越しの老人福祉施設だったかな、これやった

か 説明が 何で明許になったか 説明がなかっ、 。 、

た。

繰越明許費の繰り越しに○原田福祉保健課長

つきましては、２月議会で繰り越すことについ

て承認を受けておりまして、それの繰越額の確

定を今回報告ということでございます。

そういうふうに説明すればよかっ○中野委員
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た。

ほかにございませんか。○新見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、次にその他○新見委員長

の報告事項についての説明があるんですが、時

間が30分ほどかかりますので、その他の報告事

項については午後に説明をお願いします。

暫時休憩いたします。

午前11時43分休憩

午後１時０分再開

委員会を再開いたします。○新見委員長

次に、その他の報告事項についての説明をお

願いいたします。

「宮崎県地域医療再生計○長倉医療薬務課長

画 （案）の概要について説明いたします。」

、資料１で本体資料をつけておりますけれども

委員会資料で説明させていただきます。委員会

資料の９ページをごらんください。

まず、１の目的・背景ですが、この計画は平

成24年度の国の補正予算、地域医療再生臨時特

、例交付金の配分を受けるために策定したもので

５月末に国に提出しております。

次に、２の計画策定の経緯、国の交付条件等

ですが、これまで地域医療再生計画を遂行する

中で生じた状況変化に対応するために、基金の

積み増しが行われることとなったものでありま

す。予算額は、全国で500億円、要求限度額は15

億円となっています。各県15億円要求いたしま

すと705億円となりますので、今後、国が査定す

ることになります。

、 、１つ飛びまして 国が示している事業の例は

災害時の医療の確保、医師の確保、在宅医療推

進の事業で、さらに震災後の労務費等の建設コ

スト高騰への対応も掲げられております。

、 、また これまでの再生計画の事業についても

継続事業として計画に盛り込むことができると

されております。

次に、３の本県における計画策定の考え方で

あります。

まず、①にありますように、この計画は、医

師会や大学、市町村等、県内の関係機関から寄

。せられた提案も踏まえて策定いたしております

次に、②にありますように、国の求めている

災害医療、在宅医療、医療人材の育成・確保に

取り組むとともに、県の医療計画で推進を図っ

ている５疾病５事業のうち、条例を制定して推

進を図っているがん、そして医療計画に新たな

位置づけを行った精神疾患、引き続き積極的に

推進する必要がある救急医療、そして新たに周

産期医療体制整備計画を策定した周産期医療に

ついて取り組むこととしております。

さらに、③にありますように、本県全体の医

療提供体制の充実強化につながる事業として、

重症心身障がい児（者）等対策に取り組むとと

もに、この３月に制定いただきました「宮崎県

の地域医療を守り育てる条例」の推進にも取り

組むこととしております。

10ページをごらんください。４の計画（案）

の事業概要であります。

ただいま申し上げました考え方に基づいて、

①から⑨の取り組みを掲げております。

主な取り組みを説明させていただきます。

まず、①の在宅医療対策については、在宅医

療の推進を図るモデル市町村への支援ですけれ

ども、医療と介護の情報共有やサービスの調整

等も行う地域ネットワークを構築しようとする

市町村を支援することとしております。

なお、在宅医療は、これから取り組み強化を

図るべき分野でございますので、そこに掲げて
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おりますように、人材育成や環境整備まで幅広

い取り組みをすることとしております。

次に、②の災害医療対策ですが、災害に対応

した地下水浄化システムの設置支援は、病院が

地下水を浄化し、医療行為に利用する施設・設

備整備をするもので、非常時には他の医療機関

や地域住民へもその水を提供することを考えて

おります。

次に、④のがん対策は、がん拠点病院の整備

や、現在行っています地域がん登録の継続を行

うこととしております。

次に、⑤の精神疾患対策は、急性期の医療の

推進のための施設整備を支援することとしてお

ります。

11ページをごらんください。⑥の救急医療対

策については、救命救急センターのさらなる機

能強化等を図るとともに、ドクターヘリと防災

救急ヘリとの連携強化や、日南の休日夜間急病

センターの建てかえ支援等を行うこととしてお

ります。

次に、⑦の周産期医療対策については、拠点

となる周産期母子医療センターの機能強化を支

援することとしております。

⑧の重症心身障がい児（者）等対策は、重症

心身障がい児（者）や小児精神医療体制の充実

強化を図るために、専門的な調査研究の推進や

人材育成を行う予定であります。

⑨の「宮崎県の地域医療を守り育てる条例」

の普及啓発は、ことしの３月に制定いただきま

した条例の普及啓発等を行うこととしておりま

す。

次に、５の国への交付金申請予定額は、要求

限度額の15億円であります。

最後に、６の今後のスケジュールですが、７

月上旬に厚生労働省の有識者会議での審査がご

ざいます。７月中をめどに、各都道府県に向け

て国が交付額を内示しまして、私どもは国への

交付申請を行うことになります。８月ごろ、交

付決定がなされる予定でございます。

交付決定を受けて、基金の追加積み立てを行

い、計画に基づく事業を実施することになりま

す。

地域医療再生計画については以上であります

が、資料１として、医療審議会で審議いただい

た本体資料をつけておりますので、後ほどごら

んいただければ幸いです。

以上でございます。

宮崎県障害者計画につい○古川障害福祉課長

て御説明いたします。

委員会資料の12ページをごらんください。２

。の宮崎県障害者計画の改定についてであります

１の改定の理由でありますが 現計画は平成19、

年３月に策定したもので、平成25年度までを計

画期間として、障がい者施策を総合的に推進し

てまいりましたが、国の障がい者施策を取り巻

く環境は、障害者基本法の改正を初め、障害者

自立支援法が障害者総合支援法に改正されるな

ど、大きな変革期を迎えております。

こうした状況の変化に的確に対応し、本県に

おける障がい者施策の一層の推進を図るため、

平成26年度からの新たな計画を策定するもので

あります。

２の計画の概要等でございますけども （１）、

にありますように 計画期間は平成26年度から35、

年度までの10年間とする予定でありますが、現

在、国において障害者基本計画が策定中でござ

いますので、その計画期間を参考にしたいと考

えております。

（２）の計画の趣旨でございますけども、本

計画は、障害者基本法に基づき、障がい者の自
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立及び社会参加の支援等のため、施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、本県における障

がい者の状況等を踏まえ、策定するものであり

ます。

（３）の計画の構成でありますけども、国の

障害者基本計画や障害者総合支援法の施行に伴

う新たな障がい者施策の動向などを踏まえなが

ら、前段で基本的な方針、施策推進の視点等を

記述し、後段で分野ごとの施策を記述する予定

としております。

４の改定スケジュールにつきましては、資料

のとおりでございますけども、改定に当たりま

しては、障がい者の方々へのアンケートの実施

や、学識経験者、障がい者団体などから構成さ

れます「宮崎県障害者施策推進協議会」におい

て、各方面から幅広い意見をお聞きしながら、

計画的に策定したいと考えております。

次に、13ページをごらんください。３宮崎県

発達障がい者支援体制整備計画の改定について

でございます。

１の改定の理由でありますけども、現計画は

平成21年３月に策定したもので、平成25年度ま

での計画期間として、発達障がい者の支援に取

り組んでいるところでございます。

発達障がい者を取り巻く環境は、年々、発達

障害者支援センターへの相談件数や福祉サービ

スの利用の増加などに加え、国においては障が

い児支援制度が改正されるとともに、発達障害

者支援センターの機能の見直しが検討されるな

ど、大きな変革期を迎えております。

こうした状況の変化に的確に対応し、本県に

おける発達障がい者支援施策の一層の推進を図

るため、平成26年度からの新たな計画を策定す

るものであります。

２の計画の概要等でありますが （１）にあり、

ますように、計画期間は平成26年度から30年度

までの５年計画としております。

（ ） 、 、２ の計画の趣旨でありますが 本計画は

発達障がい者の円滑な社会生活の促進のため、

発達障がい者の早期発見及びライフステージご

とに必要な支援体制の充実強化施策の方向性を

明らかにするため、策定するものであります。

３の計画の構成でありますが、国の発達障が

、 、い者支援施策の動向を踏まえながら 就学前期

就学期及び就労期の各ステージごとに、現状と

課題及び今後の支援施策を記述する予定として

おります。

４の改定スケジュールにつきましては、資料

、 、のとおりでありますが 改定に当たりましては

障害者計画と同様、発達障がい者の方々へのア

ンケートの実施や、各分野の機関、障がい者団

体の方々などから構成されます「宮崎県発達障

がい者支援体制整備検討委員会」において、幅

広い意見をお聞きしながら、計画を策定したい

と考えております。

障害福祉課につきましては、以上でございま

す。

「宮崎県新型インフル○蛯原感染症対策室長

エンザ等対策行動計画」の改定について御説明

いたします。

常任委員会資料14ページをお開きください。

まず １の改定の理由でございますが 平成25、 、

年４月の新型インフルエンザ等対策特別措置法

の施行に伴い、国の政府行動計画が示されたの

を受けまして今回の改定を行い、新型インフル

エンザ等対策の強化を図るものです。

なお、今回の計画は、感染力の強さから、新

型インフルエンザと同様に社会的影響が大きな

新感染症も対象としているために、新型インフ

ルエンザ等としております。
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次に、２の計画の目的でございますが、新型

インフルエンザ等が発生した場合、その感染拡

大を可能な限り防止し、県民の生命及び健康を

保護し、県民の生活及び経済に及ぼす影響が最

小となるようにするものです。

次に、３の計画の概要でございますが、計画

の内容は、分野別の対応と発生段階別の対応の

２つの体系で構成しております。

まず、分野別の対応は、実施体制から県民生

活及び県民経済の安定の確保とし、それぞれの

基本的対応について記載しております。

次に、発生段階別の対応ですが、国内一律で

はなく、地域によってその対応も異なりますこ

とから、本県において発生状況に応じて、未発

生期から小康期までの６段階に区分することと

しております。

主な改定事項ですが、今回、大きく２つの改

定を行うこととしております。

①の新型インフルエンザ等対策の体制強化で

すが、国が政府対策本部を設置した場合、知事

を本部長とする「宮崎県新型インフルエンザ等

対策本部」を立ち上げ、全庁的な危機管理対応

を行うこととしております。

また、②にありますように、特措法に盛り込

まれた規定を記載しております。

、イの新型インフルエンザ等が発生したときに

特措法に基づき、対策を実施する責務を有する

感染症の指定医療機関、県の医師会等の医療関

係団体からなります指定地方公共機関の役割を

規定しております。

ウの特定接種の対象としまして、医療の提供

業務、または県民の生活及び経済の安定に寄与

する業務を行う事業者であります登録事業者を

規定しております。

エの市町村が行う住民接種の接種順位の基本

的な考え方につきましては、重症化や死亡を可

能な限り抑えることに重点を置きまして、緊急

事態宣言によります生活及び経済に及ぼす長期

的な影響、日本の将来というようなことの視点

を踏まえまして、国が基本方針を決定すること

となります。

オの新型インフルエンザ等緊急事態措置とし

、 、まして 県民への不要不急の外出自粛等の要請

学校、保育所等の臨時休業、興行場、催し物等

の制限等の要請と指示、臨時の医療施設を開設

する等の医療提供体制の確保等を記載している

ところです。

次に、４の改定のスケジュールでございます

が、現在、改定案につきまして、パブリックコ

メントを行っているところであります。今後、

６月下旬の「宮崎県感染症対策審議会」の御意

見やパブリックコメントの結果をもとに、７月

下旬に計画を決定したいと考えております。

なお、別冊資料２の本県行動計画（案）の概

要版をつけてございますので、後ほどごらんく

ださい。

感染症対策室からの御報告は以上です。

こども家庭課分を御説○村上こども家庭課長

明いたします。

資料の15ページをごらんください。青少年自

然の家の指定管理者制度の第三期指定について

御説明いたします。

まず、１の指定管理者の管理運営実績につい

てですが （１）の指定管理者業務の概要につき、

ましては、青島、むかばき、御池の青少年自然

の家は、現在、学校法人宮崎総合学院が指定管

理者として管理を行っており 指定期間は平成21、

年４月１日から平成26年３月31日までの５年間

となっております。

２の施設の利用状況につきましてはごらんの
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とおりですが、御池青少年自然の家の平成23年

度が、利用団体数が13件、延べ利用者数が483人

と大きく減少しておりますのは、下に米印で記

載していますとおり 新燃岳噴火に伴い 平成23、 、

年１月28日から12月16日まで施設を閉所したこ

とによるものです。

３の施設収支状況につきましては、合計欄の

収支差額にありますように、毎年度百数十万円

余りの黒字となっております。

資料の16ページをごらんください。４の管理

運営状況につきましては、利用者の利便性やサ

、 、ービスの向上 利用者増の取り組みとしまして

年中無休化、利用者アンケートによる利用者満

足度調査の実施、主催事業の内容の充実などを

行っておりますが、最後の送迎バスの運行はむ

かばきと御池で行っております。

５の評価といたしましては、利便性の向上や

主催事業への積極的な取り組みなど、施設の目

的に沿った適正な管理が行われており、利用者

の満足度が高いと評価しております。

次に、２の第三期の募集方針（案）について

御説明いたします。

（１）の業務の範囲は、青少年自然の家の利

用に関する業務を初め、以下のとおりとなって

おります。

（２）の指定期間は、平成26年４月１日から

平成31年３月31日までの５年間となっておりま

す。

（３）の基準価格は、年額２億7,510万1,000

円、５年間の総額は13億7,550万5,000円です。

（４）の利用料金についてですが、利用料金

は指定管理者の収入となります。ただし、利用

料金の収入総額が736万3,000円を上回った場合

には、上回った額の２分の１を県に納付するこ

ととしております。この736万3,000円といいま

すのは、過去５年間の利用料金収入の平均額で

す。

（ ） 、 、５ の選定方法等は 一次審査としまして

申請書類に基づいて資格審査を行い、二次審査

として、指定管理者候補者選定委員会で、各応

募者のプレゼンテーション及びヒアリングを実

施した上で審査を行います。

17ページをごらんください。指定管理者候補

者選定委員会は、南九州短期大学教授の佐保忠

智氏を委員長に、５名の外部委員で構成されて

おります。

（６）の今後のスケジュールですが、６月５

日に第１回の選定委員会を開催いたしまして、

本日御説明した募集方針（案）について御意見

等をいただきました。それを受けまして募集方

針を決定し、７月から９月の２カ月間、指定管

理者の公募を行います。９月の一次審査を経

て、10月に開催する第２回選定委員会にて二次

審査を行い、候補者を選定します。11月の県議

会での議決をいただきまして、指定管理者を指

定することとなります。

以上です。

続きまして、18ページをごらんください。県

立みやざき学園における学校教育の実施につい

て御説明いたします。

現在、児童福祉法第48条に基づき、児童自立

、支援施設であります県立みやざき学園において

平成26年４月から学校教育を実施する方向で、

県と都城市教育委員会で協力しながら準備を進

めているところです。

１の施設概要ですが、みやざき学園は、さま

ざまな情緒・行動上の問題を抱えた児童や、虐

待を受けるなど家庭環境その他の理由により生

活指導等を要する児童に対して、個々の状況に

応じて指導を行い、自立を支援することを目的
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としております。定員は15名で、６月１日現在

で８名の児童が入所しています。

沿革としましては、明治41年に摂護寺副住職

の佐々木芳照氏が「私立日州学院」として創設

されましたが、大正４年に県に移管され 「県立、

感化院慎修学校」と改称し、昭和50年に現在地

に移転し 「県立みやざき学園」となりました。、

平成10年４月施行の改正児童福祉法により、施

設名称が教護院から児童自立支援施設となって

おります。

２の学校教育実施の背景についてですが、

（１）平成10年４月施行の改正児童福祉法によ

り、児童自立支援施設の長は入所児童を就学さ

せなければならないとされました。児童福祉法

の第48条になります。

（２）ですが、今現在は、みやざき学園にお

いては、学校教育に準ずる教育が行われており

ます。これは、平成10年に学校教育が義務化さ

れたものの、当分の間は学校教育に準ずる教育

を実施することができるとされていたことなど

によりますが、未実施は全国で９府県と書いて

、 、 。おりますが 済みません ８府県になりました

訂正をお願いいたします。九州では本県のみと

なっている現状もありまして、一刻も早く入所

児童に対して正式な学校教育を実施できるよう

進めてまいりたいと考えております。

３の協議等の経緯につきましては、平成23年

８月に都城市長に対し正式な申し入れをいたし

まして、23年度、24年度において、県の福祉部

門と県の教育委員会 都城市教育委員会とで 児、 「

童自立支援施設における学校教育のあり方検討

委員会」を計４回実施してまいりました。

平成24年11月には、都城市から学校教育実施

に係る確認事項・要望事項の提出があり、19ペ

ージになりますが、平成25年２月に県から確認

事項の了解と要望事項に対する回答を行ってお

ります。

今年度に入りまして、４月23日に「第１回県

立みやざき学園における学校教育実施準備委員

会」を開催し、総務部会、教務部会を設置し、

具体的な検討項目について、準備作業に入るこ

ととしたところでございます。

５月28日には、県、県教育委員会、都城市教

育委員会が一緒に、みやざき学園近隣の地元４

自治公民館の地区の皆様に対し説明をいたしま

した。

また、６月３日には、都城市議会の全員協議

、 。会におきまして 説明をさせていただきました

４の学校教育実施方針についてですが 平成26、

、（ ） 、年４月１日を目標に ２ の確認事項のとおり

みやざき学園の敷地内に都城市が市立中学校の

分校及び市立小学校の分校もしくは分教室を設

置していただき、学校教育を実施することとし

ております。

５の学校教育実施に向けての今後のスケジュ

ールですが、７月ごろに第２回目の準備委員会

を開催し、各作業部会の経過報告をまとめ、随

時、地元関係者の皆様への説明を行いながら、

来年１月の第３回目の準備委員会では、県と都

城市の分校設置に係る協定書案及び学校教育実

施基本方針案について取りまとめ、３月までに

協定書及び基本方針を締結し、４月から学校教

育を実施してまいりたいと考えております。

、 、最後に 施設の配置図を掲載しておりますが

一番上にありますのがみやざき学園本館及び特

別教室ですが、こちらに分校、分教室を設置す

、 。ることで 学校教育を行う予定としております

入所児童は、本館前の新寮舎において生活指

、 、 、導を受け 昼間は分校 分教室のほうに通学し

体育館やグラウンド等を含めた学園内の施設を
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使って、学校教育を受けることとなります。

説明は以上です。

続きまして、資料の20ページをお開きくださ

い。児童虐待等死亡事例検証報告書について御

説明いたします。

、 、まず １の検証の根拠・目的についてですが

検証につきましては、児童虐待の防止等に関す

る法律第４条第５項により、県は児童虐待等を

受けた児童がその心身に著しく重大な被害を受

けた事例の分析を行うとともに、児童虐待の防

止等のために必要な調査研究及び検証を行うこ

ととなっております。

次に、２の検証の方法についてですが （１）、

の検証の組織は、宮崎県社会福祉審議会児童福

祉専門分科会検証部会が行い、委員は、小児科

医、弁護士、大学教授２名、保健師、主任児童

委員、県社協副会長の７名となっております。

次に （２）の検証の手法は、事例についての、

事実関係や問題点・課題を整理し、再発防止に

向け、提言を報告書に取りまとめることとなっ

ており、今回は検証部会を４回開催し、その間

に関係機関へのヒアリング調査を６回実施し、

整理されたところでございます。

続きまして、３の報告書の概要について御説

明いたします。

（１）の事例の概要につきましては、平成24

年６月に父親から生後４カ月の次男に対する暴

行が行われ、その後、本児は病院に搬送されま

したが、死亡が確認されたところであります。

この児童は、平成24年４月に病院から体重が減

少しているとして市町村に連絡があり、児童虐

待、ネグレクトの疑いがあるとして、児童相談

所等がかかわっていたところでした。

なお、父親は本児への暴行容疑で逮捕され、

、本児死亡との因果関係を調べられていましたが

処分保留で釈放されています。

次に （２）の問題点・課題に対する提言とし、

まして、これは再発防止のための提言になりま

すが、まずアの情報の収集・調査に関しまして

は、①の通告を受けた後の家庭訪問の積極的な

実施、②の虐待の未然防止及び早期発見のため

の市町村における乳児家庭全戸訪問事業や養育

支援訪問事業の実施、③の訪問活動をスムーズ

に進めるための民生委員・児童委員（主任児童

委員）等の協力を得ることについての検討。

次に、イの情報の整理と共有・連携体制に関

しましては、①の関係機関からの情報について

の文書による整理及び活用、②の関係機関の役

割分担の明確化を図るためのマニュアル作成。

次に、ウのリスク要因の客観的把握に関しま

しては、①のリスク要因把握のためのアセスメ

ントシートの活用、②の児童の安全確保を最優

先にした一時保護の判断。

最後のエの児童相談所の体制整備に関しまし

ては、①の市町村要保護児童対策地域協議会の

体制強化に向けた支援、②の児童虐待対応の中

核機関としての専門性の向上について、それぞ

れ実施すべきであるとの提言をいただいており

ます。

ただいま御説明いたしました児童虐待等死亡

事例検証報告書につきましては、概要版を資料

３として配付いたしておりますので、詳細につ

きましてはそちらをごらんいただきたいと思い

ます。

今後、県といたしましては、引き続き、児童

、虐待の発生防止に係る啓発に努めますとともに

この検証報告書の提言を踏まえ、児童相談所を

中心とした市町村や関係機関への技術的・専門

的な支援の充実並びにこれらの機関との連携の

強化を図りますとともに、専門機関としての児
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童相談所の機能の充実などを通じて、児童虐待

防止に向けた体制の強化に取り組んでいきたい

と考えております。

こども家庭課の説明は以上でございます。

その他の報告事項についての執○新見委員長

行部からの説明が終わりました。

ここで、委員の皆さんからの質疑を受けたい

と思います。

９ページ、医療再生計画、この中○中野委員

で計画策定の経緯で国の示す具体的な事業例、

この医師確保については、これはずっと議員に

なってから十何年間、同じことをずっと聞いて

いるとよね。医師確保の問題というのは、何が

問題なのか、絶対数が足りんのか、宮崎の病院

なんか魅力がないから来んのか、何か少しは具

体的な課題、問題点、これを出さんことには、

何かいつも同じことばかり議会でも聞いている

わけよ。

そこ辺の何で、宮崎県だけじゃなくて、都会

に集中しているとか、負担の医療の問題とか、

何かそういう問題点を把握して改善策を持って

いかんと、ただ頑張って医療確保しますと同じ

ことを言っておっても同じだと思うんだけど、

医師確保、医師が足りないという全国的な問題

点もあるし、研修生なんか病院に魅力がないか

ら来ないという問題、これは病院局の問題で、

そこ辺はどうですか、こういう計画を立てるの

に、ただ何か金があればやっていますという話

じゃなくて、できるできんは別として、そうい

、う大きな根本的な問題点というのはないのかな

ここに書くにしてもよ。

医師確保についてでござ○長倉医療薬務課長

います。

医師はいわゆる免許職でございますので、ど

この場所に行っても肩書きをもって仕事ができ

るということで、全国に流動性を持つ職業だと

考えています。そういう意味におきましては、

特に新臨床研修制度ができましてからマッチン

グなどが起きまして、全国の研修病院を選べる

ことができるようになりました。実際、臨床研

修病院を選ぶということがまずキャリアの最初

になりまして、それとあと後期研修でどこで学

ぶかということで、今、医師の方々の将来の働

くフィールドでもありますし、場所もかなり規

定されているというような現実がございます。

じゃ、私ども、お医者さんが選ぶときに、そ

ういう自分の理想であるとか、働きたい環境と

いうのを直接準備することはなかなかできませ

。 、 、ん ただし 私どもが今頑張っておりますのは

宮崎県内で臨床研修をふやすという地道な努力

をしなければならないというふうに考えていま

す。

地域医療学講座を設けましたのも、宮崎大学

で学ぶ学生に地域医療について、将来のみずか

らのキャリアを決める中で、日々の学習の中で

地域医療に理解をしてもらうというためでござ

いました。実際、教育課程の中にそういう地域

医療という形で入っているわけですけれども、

診療なりなんなり、実際の実習的なことをやる

場面というのは、地域医療というのはなかなか

ございません。そのために設けたのが、日南の

病院に設けましたサテライトセンターでござい

ます。

、 、 、ここで 後期研修 そして地域医療もですが

お医者さんの後期研修と初期研修を受けられる

センター、これは地域医療学講座のサテライト

センターとなっておりますけど、そこに研修体

制を設けまして、ことし、後期研修を１人、そ

して初期研修を４人確保いたしました。

この方々が日南病院で地域の病院とも連携し
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ながら、地域の僻地も含めた診療ができる総合

医として研修していただく、そしてその研修を

することで、またその方々が地域のほうに回っ

ていただく、それを支援するのがもう一つ、基

金で設けました地域医療支援機構というもので

ございまして、そういった中で、その方々が県

病院なり大学と地域の病院を回りながら研修を

できるというようなサイクルをつくることで、

宮崎県の地域医療を目指す学生、そしてお医者

さんがぐるぐると回る正というか、ふえるほう

のスパイラル、そういったものを築こうという

のが一番大きな意味でございます。

、 、委員のおっしゃいましたように 何が原因か

そしてそれに何ができるかということは、私ど

も地方の立場におりますと、例えば医療政策の

根本を握っておりますのは国でございまして、

いわゆる保険制度でございますし、医師法で処

分を持っているのは国でございますので、根本

的な対策がなかなか難しゅうございますが、そ

ういった地道な取り組みを一つずつ重ねていく

ことが私どもの今できることかなと考えている

ところでございます。

以上でございます。

だから、対策が難しいから、だけ○中野委員

どその前にどういう国に対しての問題点がある

のか、そこら辺をしっかり表に出して議論せん

と、いつまでも県の執行に医師問題ばかり投げ

かけられても解決せん問題やわ だから 今言っ。 、

たような問題をばんと出して 何かそれに向かっ、

てせんと、何かよくわからんのよな。

毎年、医学生8,000人、全○佐藤福祉保健部長

国でふえているわけです。この8,000人がどこに

行っているかということが問題です。平成16年

度から始まった研修制度で、学生が研修先がど

こでもいいということになったので、基本、都

市部の有名な大きな病院に集中しているという

ところが１つ構造的な問題です。

これは、私どもがもって国に強く訴えている

のは、研修病院の定員が、毎年8,000人しか医学

生が出ないのに１万人の定員なんですね。そ

の2,000人の差は地方が割を食っているといいま

すか、そういうことなんです。都市部は、研修

したいという医学生をセレクトしています。要

するに、あなたはいいと、あなたは来ていいけ

ど、あなたは別のところに行ってと、そういう

。 、ぐらいです 宮崎は誰でもいいから来てくれと

そういう状態です。

そこが一番問題なので、いろんな機会に国に

その部分をやってくれということで、１万人が

少しずつは減っています。ただ、都市部の医師

会とかのいろんな声もあり、単純に簡単にいか

ないのかなと思いますが、これは宮崎みたいな

地方はいっぱいあるわけですから、そういうと

ころから声を上げていかないと、要するに若手

、 。医師が10年前の半分しかいないんです 宮崎は

それだけ高齢化が問題ですので、危機的状況な

ので、そこの部分を強く言っております。

18ページ、みやざき学園における○中野委員

学校教育の実施、今までは準ずる教育、今度は

学校教育の実施、中身は違うところが出てくる

わけ。

学校教育法に基づく学○村上こども家庭課長

校で行うのが学校教育ということで、中身的に

は学習指導要領に沿ってやっておりますので、

大きくは変わりませんが、先生が教員が専門、

数学の授業には数学の先生というような、中学

校ではやっておりますが、今、施設内では、例

、えば数学の先生が社会を教えたりということで

施設の職員として教員免許を持った方が授業を

やられておりますので、そこが違ってくるとい
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うことです。

結局、義務教育、中学校まで、す○中野委員

るとここに行っている中学生までは、それでも

今までは義務教育を受けておったということに

なるわけ。

今、入っている子供た○村上こども家庭課長

ちは短期ですので、義務教育を猶予されていた

という位置づけになっております。

わかりました。○中野委員

それと、私はいつも思うんだけど、青少年自

然の家指定管理者制度、別にここだけの話じゃ

ないので、これは経営指導課が受けている話だ

と思ったけど、最初、指定管理者制度をやり出

す、そのときの目的というのははっきりしてい

るわけね。いかに公の経費削減ができて、サー

ビス、中身が充実するかということで、それで

経営指導課の一覧表を見ても、そんなのを把握

する資料になっていないわけ、逆にね。ただ、

実態が数字が並べてある。

だから、要は、まず最初に内容はよくなりま

したよという前に ずっと最初の行政でやりよっ、

たときの経費削減、どれぐらいになっているか

というのが一番の目標、それがどこにも出てこ

んわけよね。

何か目的を忘れて、ただ指定管理者をやって

いるのが目的かなとか思うわけで、今後、指定

管理者、結果を出すんだったら、本来の目的を

ぴしっと書いて、中にはそれは余り変わらんと

ころもあるかもわからんよね、内容がよくなっ

たというだけで。ぜひ、そういう目的をしっか

り把握してやってもらうように、あとは書くだ

けやろうから簡単な話やけど、意識の問題やと

思って。いいですよ。

ほかにございませんか。○新見委員長

関連して、みやざき学園のことな○太田委員

んですが、今、短期と言われましたよね。短期

ということで ちょっとイメージがわからんかっ、

たんですが、この子供たちは入ってほとんど聞

き取りがなかなか難しかったりすれば、長期に

。 、なる可能性もあると思うんです 短期というと

３カ月ぐらいで出ていくとかいうこともあり得

ることなんですか、それとも意外と長いんです

かね。

ちょっと子供によって○村上こども家庭課長

差があるんですけれども、２カ月から２年ぐら

いという子もいますが、平均１年以内となって

おります。

わかりました。そうなると、これ○太田委員

は学校という位置づけにきちっとするというこ

とですから、都城市の施設になるということに

なるんですかね、その部分は学校という。

小学生と中学生が対象○村上こども家庭課長

ですので、義務教育の小学校、中学校は市町村

が設置するということが義務づけされておりま

して、ここも小学校と中学校の分校、もしくは

分教室ですので、都城市立ということになりま

す。

わかりました。そうなると、配置○太田委員

図というのが見せられていますけど、これまで

の既存の施設がこういうことなんですよという

ことなのか、ある部分に既存の施設の中に分校

なりを設定して、そこだけが都城市の施設にな

りますよということなのか。増設するんだった

ら、増設したところが都城の建物になりますよ

というような理解はできるんですけど、その辺

はどうなんですかね。この図を見たときに、

ちょっとわからなかったものですからね。

これは中をよく委員の○村上こども家庭課長

皆様にイメージを持っていただこうということ

で図をつけておりますが、もともと全部ある施
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設であります。上の本館のところの小学校とか

中１、中２、中３、ここの教室をそのまま使っ

て、例えば今度分校の名称が何か決まりました

ら、この校舎の入り口あたりにそういう表示を

して、ここの校舎が学校の位置づけということ

になります。

そうしたら、念のために確認です○太田委員

が、これはもともと県の施設になるんでしたか

ね。こういう都城市との取り決めによって、県

の財産が来年の４月からは都城市の資産、財産

として譲るといいますか、そういうことになる

んですね。

今、総務課のほうと協○村上こども家庭課長

議をしているところなんですけれども、恐らく

無償貸与というような形で使っていただくこと

になると思います。

イメージはわかりました。○太田委員

それと、最後に20ページの児童虐待の関係の

報告書なんですが、これは今回が初めての報告

ということになるんですかね。

国または地方公共団体○村上こども家庭課長

が検証しなければならないと義務づけられてか

らは、２回目になります。21年に、やはり死亡

事例が２件発生しておりまして、それの２回目

になります。

わかりました。よろしいです。○太田委員

ほかにございませんか。○新見委員長

関連なんですが、先ほどのみやざ○星原委員

き学園、全国で８府県残って、九州では本県だ

けだと、まずなっているみたいなんですが、こ

れはおくれている理由というのがあるの。

平成10年に法律で義務○村上こども家庭課長

づけされましたときに、当分の間は学校教育に

準じる形を認めるということになっておりまし

て、そのときにやはり福祉部門と教育委員会と

都城市で、今度のあり方検討会に当たる会議を

立ち上げている経緯があるんですけれども、当

時はみやざき学園は完全に教員の免許を持った

先生が５人派遣されていまして、あと教員の免

許を持った非常勤の方が５人派遣されて、10名

体制できちんとカリキュラムに沿った授業がな

されているという進んだ形をとられていたもの

ですから、当分の間というので、だんだん入所

児童数も減っていったということとか、そうい

、うことで必要性が迫られていないということで

なかなか話がそれ以上進まなかったということ

と、やはりどこが学校を設置するのかというこ

とで、なかなか協議がまとまらなかったという

ことで、ちょっと遅くなってしまったという経

緯はあるみたいです。

それと、もう一件が、それぞれ無○星原委員

償貸与で、施設とか、そういったものはそうい

、うことで都城市に移管されるみたいなんですが

そういう部分はそれはそれでいいんでしょうけ

ど、今後、運営という形で、多分市の負担が、

県もやっているときにはお金がかかっていたと

思うんですが、こういう全国的にいろんなとこ

ろがそういうふうに移管していった場合に、負

担の割合というので、毎年幾らかずつは負担を

、 、していくものなのか 完全に移行してしまえば

都城市なら都城市が全部、いろんな補助みたい

なものもあるんでしょうけど、そういう形で県

。からの負担というのは全然なくなってくるわけ

今、確認事項ではっき○村上こども家庭課長

りしておりますのが、開学までの施設の整備と

備品とかの準備は県のほうでやるということだ

けが決まっておりまして、あと学校が開学した

後の運営経費につきましては、今から市と協議

の上、協定書の中に盛り込んでいくんですけれ

ども、今から取り決めをしようというところな
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んですが、やはり作業部会で今から決めていく

んですけれども、学校設置となりますと、市の

学校になりますので、市のほうに交付税が来る

ということで、今、市町村課とかのほうに確認

していまして、幾らぐらい来るのかというのは

まだ具体的になっておりませんが、市立学校と

いう形で設置した場合は交付税が来るというこ

、 、 、とで 運営上必要な冷暖房費 いろんな教材費

試薬品とか、そういったものは市のほうで準備

していただくことになるかと思います。

それと、学校、今までのみやざき○星原委員

学園のときには、先生方もすばらしい人がおっ

て、逆に環境的な面やら学習の面で、市に移行

するよりか、かえって今までのほうが子供たち

にとってよかったかもしれないし、ただ人数が

減ってきたのでというような意味にちょっとと

れたんだけど、子供たちにとっては義務教育と

いう形に移行していったほうがいい制度だと皆

様方は思っているわけ。

やはり学校教育法に基○村上こども家庭課長

づいた正式な学校でちゃんと授業を受けるほう

が、子供たちにとりましてもメリットはあると

思います。

ただ、先生がおっしゃったように、今までは

施設職員として教育委員会から派遣されていた

先生方でしたので、夜の寝泊まりも当番でやっ

ておられました。ですから、寮のほうでの生活

指導と校舎のほうでの学習指導とが同じ先生に

よってされるという場合もあったので、非常に

コミュニケーションがとりやすかったんですけ

れども、今度は昼間の学校の先生と施設の学習

指導員の先生方とは全く分かれた形になります

ので、そこの夜何が寮で起こったとか、昼、学

校でどういうことが起こったかということの連

絡をうまくとり合わないと、以前のようにはい

かない部分があるかなということは園のほうは

心配しておりましたけれども、教育的な面から

いきますと、レベルの高い学校教育法に基づい

た、ちゃんと教科の先生が教えてくださるとい

うことで、レベルは上がると考えております。

最後にしますが、地元でちょっと○星原委員

だけ耳にしたことで、要するに丸野小学校、志

和池中学校ということで、この学校がそれの分

校になるという話で、地元としてなかなかその

ことに対しての許否反応というか、そういう声

をちょっと聞いたところなんですけども、やっ

、ぱりそういう分校にならんと認められないのか

、 、みやざき学園小学部とか みやざき学園中学部

あるいは都城市立みやざき学園小学部とか、中

学部とかという形では分校にならないので、生

徒数が少ないから分校なのかどうかわかりませ

んが、あるいはそういう捉え方というのはでき

ないものなんですか。

地元からもそういう御○村上こども家庭課長

意見をいただきまして、県の教育委員会と市の

教育委員会でいろいろ検討を今いただいている

ところではありますが、まず県立では小学校、

中学校は設置できないと、中高一貫校か特別支

援学校しか、県立としては設置できないという

ことがあります。

、 、あと 独立した学校ではどうかといいますと

やはり人数的に、設置条例にのせて設置、ある

いは小学生がいなくなったら廃校とか、また設

置というような手続がそのたびに出てくること

と、学校を１つ設置しますと、校長先生を置か

なければいけないとか、いろいろ手続的に分校

とは違って難しいところがあるということで、

全国の例とかも見まして、やはり県の教育委員

会も市の教育委員会のほうも分校、もしくは分

教室じゃないと無理だろうというような判断を
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されているようです。

だけど、過疎が進んでいるところ○星原委員

は 小学校でも四 五人の子供とか 学校とやっ、 、 、

て、廃校になるまではそのまま継続していると

ころもありますよね。そしてまた、逆にだから

これからそういう生徒が減るものなのか、今８

人とか、先ほど何か定員は15人だけどという話

だったけども、ふえる見込みとか、そういうの

はだからなかなか、今もちろん少子化が進んで

いる関係上、全体的には少なくなっていくだろ

うなという想定はされるんですが、都城市立み

やざき学園小学校とか中学校とか、あるいは市

立の小中一貫でというような見方とか、こうい

う特殊な学校の場合はそういう見方がとれない

のかどうかというのはどうなんですか、判断材

料として。

まず、最初の人数は、○村上こども家庭課長

委員おっしゃいますように、都城の学校と延岡

の学校に４人とか、小さい学校はございます。

ですから、人数だけの問題ではないんですが、

その間、ほかの学校は６年間なら６年間、３年

間なら３年間、その間は間違いなく生徒がいる

ということなんですけれども、ここの施設の場

合は入ったり出たり入ったり出たりがございま

すので、見通しがなかなか立たないということ

で、ただ過去をずっと見ますと、ゼロというこ

とは中学校においてはないということは聞いて

おります。

それと、先ほど言いました、あそこだけで独

立した小中校とか、そういうことはできないの

かというのは、確かに地元からの御意見をいた

だきまして、都城市教育委員会のほうが県教育

委員会のほうに相談しながら検討はされている

ようですけれども、なかなかいろんな条件的に

難しいということは伺っております。

ただ、そこも教務部会のほうで、今からまだ

地元説明会をやっていきますけれども、そうい

う声が多い場合には、都城市教育委員会のほう

も検討されるのではないかと思います。

わかりました。○星原委員

ほかにございませんか。○新見委員長

何点か伺いたいんですが、ま○右松副委員長

ず県の地域医療再生計画の委員会資料10ページ

の在宅医療対策について１つ目なんですが、モ

デル市町村ですけど、これはどこあたりを想定

しているのか、お願いします。

、○長倉医療薬務課長 事業を組み立てるときに

いろいろ市町村とも御相談したわけですけれど

も、今のところ延岡市あたりが積極的な姿勢を

示しているところでございます。今後、いろい

ろと額が決まる中で、広げられるのかどうなの

。かというのは検討していきたいと考えています

、○右松副委員長 ５月の末に国に提出をされて

来月、７月中旬に内示が出てくるわけですが、

、ある程度15億という枠で固まってきている中で

次に問いたいのが、こちらの再生計画の資料１

のほうなんですけど、４ページに在宅医療の取

り組みの具体的な施策なんですが、市町村が地

域の医師会等の関係団体と協力しながら情報共

有ソフトを開発して、その運用を行うことによ

り、地域ネットワークの構築のための取り組み

を支援すると。

医療機関、それから介護、福祉の連携、ネッ

トワークが在宅医療では極めて重要になってく

るわけなんですが、情報共有ソフトを開発して

いく、そういう工程といいますか、どういうふ

うな形で具体的な施策を考えておられるのか、

そこをちょっと教えてください。

委員のおっしゃいました○長倉医療薬務課長

ように、今の在宅医療で大きなネックとなって



- 38 -

平成25年６月19日(水)

おりますのが、サービス事業者が十分でないと

、 、いう点もございますけれども もう一つは医療

そして福祉という部分の連携がなかなか十分で

ないというものがございます。

そういうことで、実は以前の計画の中で、医

師会に委託しまして、お互いいろいろ情報を共

有するための研修会なり会議なりを持っていた

わけですけれども、そういった関係を利用いた

しまして、今度は実際連携をするといたしまし

ても、どこかで核となる人がいて、その人が全

体の言ってみればつなぎの役をすることが必要

だろうという発想がまずございまして、市町村

のほうに担当部署の中にそういった人を配置で

きるようなお金を置きまして、その方と担当課

が中心になりまして、連携のためのソフトを関

係者と一緒になってつくり上げていくと。

あわせて、ソフトで情報を共有するだけじゃ

なくて、実際、在宅医療なり介護が必要な人の

処遇についても調整できるように その人がなっ、

ていくというようなことを考えてつくっており

ます。

在宅医療に対してニーズが高○右松副委員長

まってきているということで、やはり情報共有

ソフトということで、ネットワーク構築してい

く上で大変大事なところになってくるでしょう

から、そこはしっかりと今後の工程といいます

か、どういったところまでいついつぐらいに進

めていくのかというのもまた機会があるときに

教えてください。

それから、２つ目ですけど、同じく委員会資

料10ページの南海トラフの災害医療対策の件な

んですが、地下水浄化システム、大変重要な視

点だと思っています。それで、こちらも資料１

の７ページに、基幹災害拠点病院と、それから

、 、地域災害拠点病院という形で 標高であるとか

想定浸水域とか出ています。ですから、この事

業に関しては、災害拠点病院、あるいは透析医

療機関におけるその際に必要な水を確保すると

いうところで目的を置いていますので、当然災

害のリスクの高いところから優先的に考えてお

られるのかなと思っております。

その中で、８ページのところにここに書いて

いますが、もし今、まだ国から出てきていない

中で答えられる範囲で構いませんけれども、今

現在、どういう計画が上がってきているのか。

それから、あとは容量ですけども、これは病院

の規模によって変わってくると思うんですが、

基準みたいな容量といいますか、地下水のくみ

上げですから、設置ということは浄化システム

の容量は関係ないんですかね、その場合は。

災害拠点病院ということ○長倉医療薬務課長

で考えているわけですけれども、具体的には、

まずは地域のそれぞれ中核になっています県病

院あたりが中心になるのかなというふうに考え

ております。もちろん予算の関係もございます

ので、それが確定したわけじゃないけれども、

頭にあるのはそういったところでございます。

それと、地下水くみ上げのシステムは、実は

災害のときだけ使うのではなくて、これを設け

ますと、日常の医療活動に、浄化装置がついて

おりますので、水道水と同じように使えます。

そういう意味では、容量といいますよりも、病

院の利用を賄うためにというような形になるか

と思います。

ただ、当然災害時には透析医療機関であると

か、そういったようなところとか、また地域の

住民にとって水が必要、実は水道の復旧が一番

大規模災害のときにはおくれるという話がござ

いまして、そういう意味では県病院というのは

県北、県央、県南にございますので、そういっ
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た意味では医療機関のほうに水を分けるとか、

余力があれば地域住民のほうに分けるというよ

うなこともできるのかなというふうには考えて

おります。

８ページの中ほどに、阪神淡○右松副委員長

、 、路大震災におけるライフラインの復旧で 電気

電話、ガス、水道で、明らかに水道、下水道が

やはり復旧に時間がかかっていますから、大変

重要なところだと思っていますので、ぜひ進め

ていただきたいと思います。

それから、３点目ですけど、ドクヘリなんで

すが、救急医療対策のドクヘリと防災ヘリとの

連携強化で、今回の一般質問でも出ておりまし

たけれども、これについては同じく資料１の23

ページに書いておりますが、一般質問の中で部

長のほうの答弁で、ドクヘリ使用地における防

災ヘリの活用という中で、重複が33件あって、

そのうち４件が防災ヘリが出動しているという

ような答弁があったんですが、これが少ないの

か多いのか、これはいろいろ事情があると思う

んですが、この辺の説明をもう一度してもらう

とありがたいです。

具体的な事例じゃなくて、連携に向けて取り

組みの方向性とか、そのあたりでいいです。

先ほど申し上げましたよ○長倉医療薬務課長

うな件数で出ているわけですけれども、今回、

連携ということで上げておりますのが、書いて

ありますように、ホイストと書いておりますけ

ども、非常に耳なれない言葉でございますけれ

ども、今のところドクターは基本的にはドクタ

ーヘリに乗って出動するわけですが、災害救助

の現場、例えばヘリがおりられないようなとこ

ろに行こうと思っても、お医者さんはそこでつ

り下げられて救助して医療するということはで

きません。当然、訓練された消防士の方々がや

られるわけですけれども、実際、急を要する場

合でありますとか等につきましては、医師も現

場に到着したいという場面もございます。

そういったことを考えますと、医師の方々が

そういった防災ヘリで災害地なり事故地に行き

まして、そしておりて治療できるような体制を

とりましょうというようなことの事業で考えて

おります。

わかりました。○右松副委員長

最後ですけど、虐待等の死亡事例について、

委員会資料20ページですが、24年の４月に病院

から体重減少とかネグレクトの疑いがあるとい

うことで出されて、それで亡くなったわけです

が、なぜやはりその前の段階で防げなかったの

かなというのがありますし、それから処分保留

で釈放されています。これは警察の関係当局の

ことでしょうからわかりませんけれども、ただ

やはり再発といいますか、この人が今後どうい

うふうな子育てがされていくのかなということ

を考えると、なぜ防げなかったのか、なぜ釈放

になったのか、そのあたりをどのように捉えて

おられるのか、ちょっと教えてもらうとありが

たいです。

なぜ防げなかったのか○村上こども家庭課長

ということで、検証委員会の中でもなぜ一時保

護ができなかったのかということを言われてお

ります。今回の事例は、関係機関がたくさんか

かわっておりまして、その中で一時保護をする

必要性は誰もが関係機関全部で確認しておりま

したけれども、保護者の方がそれに反対してお

られたということとか、乳幼児であって、いつ

もお母様が抱いていらっしゃる中で、一時保護

をどのようにするかとかいうことで、強制的に

するに当たっての客観的な判断材料というのを

集めている中での突発的な事故ということもあ
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りました。

保育園に行かれている方、学校に行かれてい

る子供の場合は、そこで保護をするとか、親か

ら離れたときに保護をするとかいうことが割と

できるんですけれども、乳児の場合はなかなか

それができないという難しさを感じましたけれ

ども、やはり安全確保を第一にした一時保護が

必要であったということと、たくさんの機関が

かかわっておりまして、病院も４つも５つも受

診されていまして、そこの連携の中でやはり役

割分担といいますか、どこが何をするというの

が何となくあやふやなまま、全部の機関がかか

わっていたということも１つ提言の中で指摘さ

れております。その２つが、やはり今回事故を

。防げなかった大きな課題かなと感じております

あと、その後の保釈に関しましては、警察が

まだ継続調査しているのかどうか、そういった

情報はないんですけれども、母親と子供と父親

は今離れて生活をする状況になっているという

ことは確認しております。

ぜひ、この事件を整理してい○右松副委員長

ただいて、そして今後にぜひそれを生かしても

らいたいということと、それからせっかく新規

事業で虐待防止の事業が入っています。ですか

ら、ぜひこれは、できればこういうことを防ぐ

ことによって、事業の意義というのが出てくる

わけですから、しっかりと取り組んでいただき

たいと思っています。

虐待、もちろんまたその○佐藤福祉保健部長

延長線上の死亡ということで、あってはならん

ことでございます。今回の事例、私も総括した

んですけども、児童相談所がちょっと会いたい

とかしても、拒まれるわけですね 「いい、来ん、

」 。 、で とか 単純にそこに連絡するんじゃなくて

例えば市町村の保健師さんが保健事業で行くと

きに一緒についていくとか、あるいは民生委員

さんが民生委員活動の中でそれにくっついてい

くとか、いろんなやり方がある、そこ辺の工夫

も足りないとか、あるいは強制的に立ち入るべ

きじゃないか、あるいは強制的に親から一時保

護して切り離すべきじゃないかという判断をす

るのかしないのかという見きわめが、正直難し

いことなんですけど それが結果的にできなかっ、

、 、 、たのも１つの要因で そこにはやはり 午前中

議論もあった児童相談所の職員の専門性の向上

とか、あるいは市町村職員の能力向上とか、そ

ういう部分をより力を入れていかなければ、厳

しい見きわめができるような眼力を持つ職員を

１人でもふやさないと、なかなか厳しいという

ことで、そこに今年度は、先ほどの22万の予算

、はあくまで市町村が主催でなさる部分であって

県が市町村の方を集めてやる研修とか、あるい

は児相職員を呼んでやる研修とか、それは別途

予算を組んでやっていますので、そういうとこ

ろに力を入れていくことがやはりポイントかな

というふうに思っております。

わかりました。○右松副委員長

ほかにございませんか。○新見委員長

ほかになければ、その他ということで。

本当虐待の結果を見ていると胸が○中野委員

痛むというか、本当これは見きわめ、民生委員

ですよ、私の周りの知った人が民生委員で、民

生委員というのは報酬とか、そういうのはどう

なっているんですか。

、○原田福祉保健課長 民生委員につきましては

報酬という形ではなくて必要経費という形で、

月々10万程度払われていると思います。年間で

すね。 失礼いたしました。 年間５万8,200─ ※

円。

※44ページ左段に発言訂正あり
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民生委員、こういうところにもう○中野委員

ちょっといろいろ頑張ってもらって、虐待とか

いろんな問題があるわ、地域でね。民生委員の

人も年配の人か、あるいは仕事を持った人か、

分かれておって、ここら辺はもうちょっと処遇

改善なりして、しっかり県単でもいいから、そ

こ辺をせんと、ほかにないじゃないかなと。要

望でいいです。

ほかにございませんか。○新見委員長

その他なんだけど、生活保護とい○星原委員

うことで、これは電算システムで出てきたこと

なので、それに関係なく、生活保護家庭、全国

的にもふえているし、多分宮崎県も同じ状況だ

と思うんですが、今、民生委員の人たちがまた

逆に地域においては代理で、いろいろ手続相談

に乗ったりしているんですが、生活保護家庭の

把握の仕方が、私から見て民生委員さんでいい

のかなという、チェックしていくのに、要する

に私が地元の民生委員さんに聞くと、明らかに

生活保護を受ける家庭じゃないけども、自分で

おかしいということをなかなか言えないんです

よねという話を聞いたときがあって、やっぱり

調査というんですか そういったものは少し違っ、

た形でいかない限りは、不正受給みたいな感じ

で受けている可能性というのは私も周りで見て

おってあるような気がするんですが、その辺に

向けてのチェックというか、そういう対応の仕

方というのは、今されている地域にいるそうい

う形のそういう方法でしかできないものなんで

すかね。

基本的に、生活保護世○青山国保・援護課長

帯の状況把握というのは、福祉事務所のケース

ワーカーが行います。ケースの内容に応じまし

て、大体６部に分けまして、一番多いところは

毎月行くというようなことでやっております。

ただ、ケースワーカーだけでも不十分なとこ

ろがありますので、民生委員さんはそういう生

活保護業務に協力するという義務が規定されて

おりますので、そういうところで民生委員さん

にいろいろ周辺情報を聞いたりとか、あとは役

場の保健師さんあたりに補足情報を聞いたり、

最近は特に都市部ではそれだけでもやっぱり難

、 、 、しいところがありまして 水道 ガス等の会社

そういうところも連携も図るようにということ

で、そういう取り組みも、まだ途中ですけれど

も、進んできているところではあります。基本

はケースワーカーということになります。

そこでなんですが、実際、パート○星原委員

とかアルバイトをして、内職とかして収入を得

ても、なかなか四、五万ぐらいしか稼げない。

生活保護だと、その倍か３倍かぐらいの金額的

なものでいくと多分なると思うんですよね。だ

から、実際は足りない部分、本当に体が悪くて

とか、いろんな身体状況とかいろんなのがあっ

て、誰が見てもこれは援助しないと無理だわな

という感じの方の場合はそれはいたし方ないけ

ど、逆にこの制度自体が何もしたらいけないと

いう部分がありますよね。働いてもいけない。

働いて稼いで、その足りない分を補助費という

、 、か 保護費というような形でやっていかないと

不公平があるんですよね。

一生懸命やって働いて税金を納めている人た

ちから見ると、何もしないでそれがもらえるん

だったら、そっちがいいわなという話も出てく

るわけで、地域によっては話で、昼は別れてい

るけど夜はくっついているとか、いろんな話も

出るぐらい、地域の中でも見る人たちは生活保

護に対しての本当に困っている人にはみんなで

応援せないかんというのはわかっているんだけ

れども、それを悪用というか、そういうような
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使い方になっている部分があるんですよ。

だから、その辺のところをどうしていくかと

いうのが、これから大きく課題になってくるん

じゃないかなというふうに思うんですが、そう

いうことについての協議、保護者家庭について

の調査の仕方とか、そういう部分というのはと

られているんですか、もうないんですか。ただ

１回認定されれば、そのまま継続でずっといく

んですか、どうなんですか。

生活保護の基本原理と○青山国保・援護課長

いうのがありまして、幾つかあるんですが、そ

の中に補足性の原理というのがあります。要す

るに、働いて得た収入とか、あと財産とかある

方については、そっちを使ってくださいと。そ

こで足りない部分について、生活保護で基準生

活費というのがありますので、仮に基準生活費

が15万としたときに、働いて得た収入、一応勤

労控除とか今はあって、若干必要経費的なもの

を除いたりもしますが、基本的には収入を認定

します。15万の基準生活に対して12万の認定し

た収入があれば、差額の３万円が生活保護費と

して支給されるということで、基本は自分の能

力とか資産も最大限に活用していただくという

ことが生活保護の基本になっております。

今、生活保護法の改正案が出ておりますけれ

ども、その中でも、今も生活保護の柱立てとい

、 、うのは自立支援 それと濫救防止ということで

。不適正な支出とかないように厳正にしていくと

その一方で、今度は漏救防止ということで、本

当に必要な人がもらえないというようなことが

、 、ないようにと その３本柱でいっておりまして

それをより強化する方向で法案も考えられてい

るようですので、より適正な方向に進むという

ことを私たちも期待はしております。

もう一回、教えてください。これ○星原委員

生活保護の人は自分で車を持てないと思うんで

すよね、多分。これは持てるんですか、持てな

いんですか。

原則は禁止ということ○青山国保・援護課長

なんですが、ただこれも例外はありまして、例

えば体が不自由で、通院とかに公共の交通機関

が使えないとか、あるいは通勤等で非常に交通

事情の悪いところにおられるというような方に

ついては、その地域で公共交通機関の状況等も

異なりますので、個別に判断して、自家用車の

保有を認めるという場合はあります。

いいです。わかりました。○星原委員

ほかに。○新見委員長

本会議のときに内村議員のほうか○太田委員

ら質問があったんですが、出生前診断、これは

国の事業といいますか、そういうことになって

いるから、県としては特別どうこうということ

はないと思いますが、私も新聞報道で聞いたと

きに、余り国民的な議論がない中で、そういう

チェックといいますか、診断が入ったんだなと

思ってびっくりしたところなんですが、答弁の

中でも、出生前の遺伝学的検査については国が

基本的な考え方をまとめているということと、

それからスクリーニング検査として行われるも

のではないというふうに答弁されましたので、

理解はしたんですが、倫理的な面での国会とい

いますか 国のほうでも何かその辺の議論があっ、

たんでしょうか。

ちょっとそれが気になって聞きたいんですけ

ど、担当といいますか、何かその辺も知ってし

まうと、かえってつらいんじゃないかという気

がするものですから、かえって知らないほうが

いいんじゃないかなという議論もあったんじゃ

ないかと思って、そんな議論があったのかどう

かだけで。
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この件については、倫理○和田健康増進課長

的な問題が背景にあるので、いろんな検討はさ

れていると思いますが、国が公式に委員会のよ

うなものを立ち上げて、倫理を検討しているか

どうかというのは確認させていただきたいとい

うふうに思います。

風疹についてなんですけど、○右松副委員長

隣県の鹿児島が本県の10倍以上の患者が発生を

しておりまして、本県にも今後急激な流行も考

えられ得るんですが、現状で市町村によって取

り組みにいろんな大きな差異があって、本県と

しての対策を教えてください。

風疹の発生状況なんで○蛯原感染症対策室長

すけれども、宮崎も本当に１件２件あるかない

かというぐらいの状況が、ことしは今21件の届

け出が上がっている。そして、皆さんも新聞で

御存じのように、全国で言いますと１万を超え

ているというような状況の中で、市町村のほう

が本当に住民にそういう、風疹の一番の心配と

いうのは、妊婦さんがかかることによって、先

天性の風疹症候群、難聴のお子さんとか心臓疾

患とかという、生まれてくる子供さんの人生を

左右してしまうような状況になってしまうとい

、 、うことで 妊婦の感染を予防するということで

市町村のほうも独自に予防接種についての補助

をしていただいている市町村が、私どものとこ

ろが把握しているところで県内で10カ所の市町

村のほうが、一部補助だったり、全額補助だっ

。たりというような状況をしていただいています

このような状況は、本当に罹患数がふえてい

るという状況の中、危機感を持たれてやってい

るところなんですけれども、今、国のほうが全

国的な発生の状況、それから九州圏域とか、そ

ういうデータを出しているんですが、これまで

が大体１週間単位での発生届の数というのが、

多いときは１週間で全国で800とかという数がふ

えておりました。

それが、先々週の状況で500というような数字

ということになってきているので、これから後

、の数のふえ方を見ていかないとわかりませんし

宮崎県全体での発生につきましてもどういうふ

うな数になっていくのかはわからないので、こ

れで少なくなっていきますというふうにはまだ

なかなか言えないところなんですけれども、確

かに風疹のほうにワクチンの助成をということ

、 、で 県内の市町村がやっていただいている中で

皆さんが積極的に風疹の任意の予防接種という

形でやっていただくものに補助がつきますと、

拍車がかかりまして、やはり風疹の注射を受け

ていただく方もふえている、それから積極的に

妊婦を守っていこうというような、そういう体

制になっているというのは本当に喜ばしいこと

ではないかというふうに思います。

県として 市町村の事業をどのような形でバッ、

クアップしていくかというふうになりますと、

本当に罹患状況がどういうふうになっているの

かというのを情報発信することと、それから市

町村のほうの予防接種の状況を本当に続けてい

くために、今、新聞でも出ておりましたけれど

も、ワクチンの需要のほうがふえてきておりま

して、供給が足りなくなっているのではないか

というようなことも懸念されておりますので、

県内の供給の状況についても現状の情報を発信

していきながら、市町村のやっていく事業が適

切に継続していき、同時に風疹の発生というと

ころが抑えられていければいいのかなというふ

うに、啓発についてもこれまでもやってまいり

ましたけれども、適宜発生状況を伝えていきな

がら、県民の皆さんには注意喚起を継続してい

くことが県の役割なのかなというふうに思って
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おります。

要約をすると、ちょっと検討○右松副委員長

や対策は、これは後手に回ると、かなりこれは

問題になりそうだなという感じを正直言って受

けています。ですから、家畜と人と比べること

はできませんけど、鳥インフルとか口蹄疫で大

変な思いをしたわけですから、もう少し風疹に

関して県として市町村とどういう連携をとって

いくのか、先ほどの助成の話がありましたけれ

ども、もうちょっとこれはしっかりと本腰を入

れて取り組んでいかないと、啓発というそうい

う問題じゃないと思っていますので、しっかり

、 、と取り組みを主体的に 後手に回らないように

お願いしたいと思っています。

ほかにございませんか。○新見委員長

、○原田福祉保健課長 先ほど民生委員の活動費

年間５万8,200円とお答えしましたが、これは県

の負担分でして、これに市町村が上乗せをして

おります。市町村によって額が違いますので、

押しなべて年間約10万程度というのが平均とい

うことでございます。

よろしいですね。ほかにござい○新見委員長

ませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、以上をもっ○新見委員長

て福祉保健部を終了いたします。執行部の皆様

には御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時24分休憩

午後２時30分再開

それでは、委員会を再開いたし○新見委員長

ます。

まず、採決についてでありますが、申し合わ

せにより、委員会審査の最終日に行うというこ

、 、とになっておりますので 20日に行うこととし

再開時間を13時30分としたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定をい○新見委員長

たします。

そのほか何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、以上をもっ○新見委員長

て本日の委員会を終了いたします。お疲れさま

でした。

午後２時30分散会
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午後１時30分再開

出席委員（７人）

委 員 長 新 見 昌 安

副 委 員 長 右 松 隆 央

委 員 星 原 透

委 員 中 野  明

委 員 宮 原 義 久

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 太 田 清 海

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議事課主任主事 橋 本 季士郎

議事課主任主事 大 山 孝 治

それでは、委員会を再開いたし○新見委員長

ます。

まず、議案の採決を行いたいと思います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

それでは、一括して採決をいた○新見委員長

します。

議案第１号、第６号から第８号及び第11号に

つきましては、原案のとおり可決することに御

異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○新見委員長 御異議なしと認めます よって

議案第１号、第６号から第８号及び第11号につ

きましては、原案のとおり可決すべきものと決

定をいたしました。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

委員長報告の項目として、特に御要望等はな

いでしょうか。

暫時休憩いたします。

午後１時31分休憩

午後１時31分再開

委員会を再開いたします。○新見委員長

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくということで御異議ご

ざいませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○新見委員長

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

「福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関

する調査」につきましては、閉会中の継続審査

といたしたいと思いますが、御異議ありません

か。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○新見委員長 御異議ありませんので この旨

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時32分休憩

午後１時43分再開

委員会を再開いたします。○新見委員長

７月24日の閉会中の委員会につきましては、

先ほど協議していただいたとおりの内容で委員

会を再開することで御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○新見委員長

す。

平成25年６月20日(木)
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次に、県外調査についてであります。

県外調査につきましては、８月20日から22日

にかけて行いますが、これにつきましても正副

委員長に御一任いただくことで御異議ありませ

んか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○新見委員長

します。

具体的な行程等につきましては、後日、御連

絡をいたしますので、よろしくお願いいたしま

す。

そのほかに何かございませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、以上で委員○新見委員長

会を終了いたします。

委員の皆様にはお疲れさまでした。

午後１時43分閉会
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